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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

営業収益 (百万円) 399,876 386,659 369,158 334,911 358,835

純営業収益 (百万円) 380,361 366,592 348,221 314,102 326,092

経常利益 (百万円) 155,505 138,687 116,272 85,234 86,664

当期純利益 (百万円) 144,365 127,032 80,859 58,461 64,436

持分法を適用した場合の投資
利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 810,200 810,200 810,200 810,200 810,200

純資産額 (百万円) 709,083 700,728 781,164 839,193 801,022

総資産額 (百万円) 10,917,306 12,068,012 10,524,143 10,285,825 11,683,555

１株当たり純資産額 (円) 875,196.16 864,883.09 964,162.20 1,035,785.78 988,672.20

１株当たり配当額 (円) 85,000 86,400 ― 124,000 79,531

１株当たり当期純利益 (円) 178,185.21 156,791.37 99,801.97 72,156.28 79,531.48

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 6.5 5.8 7.4 8.2 6.9

自己資本利益率 (％) 22.7 18.0 10.9 7.2 7.9

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) 47.7 55.1 ― 171.8 100.0

営業活動によるキャッシュ・
フロー

(百万円) 63,459 △109,110 647,425 △22,968 △225,692

投資活動によるキャッシュ・
フロー

(百万円) △13,597 △16,831 △20,945 △19,685 △15,569

財務活動によるキャッシュ・
フロー

(百万円) △678 152,511 △330,717 69,482 398,224

現金及び現金同等物の期末
残高

(百万円) 810,681 837,250 1,133,757 1,160,586 1,317,548

従業員数 (人) 8,017 8,257 8,519 8,785 9,040
 

(注) １　営業収益等には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、当社が有しているすべての関連会社が、利益基準及び利益剰

余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

    ３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ４ 株価収益率は、当社株式が非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載しておりません。

５　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【沿革】

年月 概要

平成４年８月 「大和ファイナンス㈱」（現「㈱大和キャピタル・ホールディングス」）の完全子会社として

「㈱ボナ」を設立。

平成10年12月 「大和証券㈱」（現「㈱大和証券グループ本社」）に全株式を譲渡。

平成11年１月 「大和証券リテール準備㈱」に商号変更。

　　　　２月 証券業の登録完了。

　　　　４月 「㈱大和証券グループ本社」より営業譲渡を受け、「大和証券㈱」へ商号変更、営業開始。

       ９月 保険募集業務の開始。

平成16年８月 投資一任業務の開始。

平成18年２月 金融先物取引業務の開始。

平成19年９月 金融商品取引業の登録。

平成21年11月 ㈱東京金融取引所が提供する取引所外国為替証拠金取引（サービス名称：ダイワ365ＦＸ）の取扱

いを開始。

平成22年６月 「大和証券担保ローン㈱」より証券担保ローン事業を譲受。

平成23年４月 銀行代理業務の開始。

平成24年４月 「大和証券キャピタル・マーケッツ㈱」を吸収合併。

平成27年10月 「大和ペンション・コンサルティング㈱」を吸収合併。
 

 

３ 【事業の内容】

 

（1） 当社の事業内容

当社の主たる事業は、有価証券関連業であり、具体的な事業として有価証券及びデリバティブ商品の売買等及び売

買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証券の募集及び売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱い、

その他有価証券関連業並びに投資助言業等を営んでおります。

 

（2） 株式会社大和証券グループ本社との関係

当社は、株式会社大和証券グループ本社（以下、「大和証券グループ本社」という。）の連結子会社として、大和

証券グループ本社を中心とする企業集団(以下、「大和証券グループ」という。)に属しております。

当社は、有価証券関連業を中心としたリテール営業部門及び国内ホールセール部門を担っております。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(%)

関係内容

(親会社)      

株式会社大和証券

グループ本社　(注)
東京都千代田区 247,397

子会社の

統合・管理
(被所有) 100.0

金銭の貸借

有価証券の貸借

役員の兼任等...有
 

(注) 有価証券報告書を提出している会社であります。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

(平成30年３月31日現在)

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

9,040 38.1 13.0 9,031,477
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

リテール営業部門 6,325

国内ホールセール部門 1,428

その他 1,287

合計 9,040
 

 (注) １　従業員数は就業人員数であります。

 ２　平均年間給与には、賞与及び基準外賃金を含めております。

 

(2) 労働組合の状況

　特記事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】　

2017年度は、証券・金融市場における大きな転換点でありました。グローバルな地政学リスクの高まりや不透明な

政治情勢等の波乱要因はあったものの、日経平均株価は26年ぶりの高値水準まで回復しました。2018年度は、引き続

き各国の政策動向等、不確実性は認められますが、企業業績見通しは最高益を更新するなど、わが国経済は好調に推

移することが見込まれます。これまで20年に亘り続いたデフレがいよいよ終焉を迎え、「貯蓄から資産形成」への大

規模なマネーシフトが起きる可能性が高まっています。

　一方、少子高齢化・人生100年時代の到来やデジタルトランスフォーメーションの進展による産業構造、就業構造の

変革等、経営を取り巻く環境は劇的に変化しています。

　そのような中、大和証券グループは、2020年度までを対象期間とした新グループ中期経営計画～“Passion for the

Best”2020～を策定しました。「クオリティNo.1」のコンサルティング力による付加価値の高いソリューションの提

供と、伝統的な証券ビジネスと多様な事業ポートフォリオとの融合による「ハイブリッド型総合証券グループ」とし

ての新たな価値の提供を基本方針に掲げ、「未来を創る、金融・資本市場のパイオニア」を目指します。

　初年度となる2018年度は、「お客様第一の業務運営」の深化、企業の成長戦略への支援、新たなビジネス領域の創

出等をテーマに、各事業部門のアクションプランを着実に実行します。

　大和証券グループは、社会的課題の解決に積極的に取り組み、経済的価値と社会的価値を同時に創造することで、

豊かな社会・国民生活の実現に貢献していきます。

　なお、新グループ中期経営計画～“Passion for the Best”2020～における主な数値目標としては、大和証券にお

ける預り資産（2020年度において80兆円以上）、当社グループの連結総自己資本規制比率（18%以上）、連結自己資本

利益率（ROE）（10%以上）及び連結経常利益（2020年度において2,000億円以上）等を定めております。

 

　　上記の大和証券グループ経営方針を踏まえ、2018年度の当社の事業計画は、以下のとおりであります。

 

(1) リテール営業部門

① お客様満足に立脚した営業体制の構築

② お客様のあらゆるニーズに応える、属性に応じた最適なサービス・ソリューションの提供

③ 安定収益基盤の持続的な拡大

④ 外部チャネル・外部リソースを活用したビジネス展開

 

　(2) 国内ホールセール部門

 ① 企業の高付加価値化を促進

 ② お客様ニーズを捉えたプロダクト・サービスの提供

 ③ 事業構造や日本の産業構造転換を支援

 ④ アジアのリージョナル・ブローカーとしての汎アジアビジネスサポート
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２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性があると考えられる主な事項に関し、以下のようなリスクがあげられます。これらのリスクは必ずしもすべての

リスクを網羅したものではなく、現時点では想定していないリスクや重要性が乏しいと考えられるリスクも、今後当

社の財政状態や経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　なお、本項における将来に関する事項は、別段の記載がない限り、有価証券報告書提出日現在において当社が判断

したものであります。

 

(1) 日本及び世界の景気、経済情勢、金融市場の変動に関するリスク

日本では、長年の懸念とされてきた社会保障の充実安定化と財政健全化の同時達成による日本経済再生を目指

し、平成26年４月に17年ぶりの消費税率の引上げが行われました。平成28年１月には、デフレ脱却のため、日本の

金融政策史上初めてマイナス金利政策の導入が決定されました。また、平成28年６月には、平成29年４月に予定さ

れていた消費税率10％への引上げを平成31年10月まで延期することが発表されました。平成28年９月には、日銀が

長短金利に操作目標を明示的に設定する「イールドカーブ・コントロール」が導入されました。堅調な企業業績を

背景に景気回復基調が継続する一方、消費税率引上げにより成長が鈍化した場合や金融政策の効果が期待通り得ら

れずデフレからの脱却が実現しない場合には、日本経済が再び低迷の危機に陥る可能性も否定できません。

　米国では、平成29年12月に大型減税を実現する税制改革法案が成立し、雇用の拡大を背景に景気拡大基調が継続

すると見込まれる一方、トランプ政権の保護主義的通商政策が貿易停滞を招く可能性や、米国の財政赤字拡大等に

起因する金利上昇が金融市場の不安定性を高める可能性があります。欧州地域においては、低金利と雇用環境の改

善などから緩やかな景気回復が広がる一方、地政学リスクの高まりや英国のEU離脱を巡る動向など下振れ懸念も存

在します。中国、新興国においても、経済成長率の減速懸念や地政学リスクがくすぶっており、予断を許さない状

況が続いています。再び、財政状況や経済状況が悪化した場合には、世界的な金融危機や経済危機に発展する可能

性も否定できません。

　このように、日本における財政政策、金融政策の効果が期待通り得られない場合や、世界景気や経済情勢の停滞

若しくは悪化など、日本を取り巻く経済環境に悪影響を及ぼす事象が発生した場合には、企業業績の悪化、株価の

下落、為替の変動、金利の変動等により様々なリスクが顕在化することが想定されます。このような事態は、当社

の事業、財政状態及び経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 外的要因によるリスク

当社の主たる事業である有価証券関連業務は、マーケットに急激な変動を生じさせる予測不可能な出来事の発生

により大きな影響を受ける傾向があります。例えば、平成13年９月に発生した米国同時多発テロ、平成23年３月に

発生した東日本大震災がもたらした社会・経済・金融等の混乱や危機的状況は、いずれも当社の業績に重大な影響

を及ぼしました。

　このように、戦争・テロ行為、地震・津波・洪水等の自然災害、新型インフルエンザの大流行や情報・通信シス

テム・電力供給といったインフラストラクチャーの障害等の外的要因は、当社の事業、財政状態及び経営成績に悪

影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 競争状況に伴うリスク

株式の売買委託手数料率の自由化をはじめ、ファイアーウォール規制の見直し等、一連の大幅な規制緩和を契機

として、当社の主たる事業である有価証券関連業務における競争は、厳しいものとなっています。参入規制がほぼ

撤廃されて、銀行その他の証券会社以外の国内外の金融グループは、幅広い金融商品・サービスの提供を行うこと

により、顧客基盤及び店舗ネットワークを構築・強化しております。

　当社は、これら国内外の金融グループに対して、競合する事業における価格やサービス面等の点で十分な競争力

を発揮できるという保証はなく、これが発揮できない場合には、当社の事業、財政状態及び経営成績に重大な悪影

響を及ぼす可能性があります。
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(4) グループ戦略が奏功しないリスク

当社の属する大和証券グループは、有価証券関連業務を中核に投資・金融サービスを行うグループ会社群によっ

て構成されており、これらグループ会社が連携することで付加価値の高い投資・金融サービスを提供し、大和証券

グループ全体の企業価値を最大化することを目指しております。しかしながら、①国内外の経済・金融情勢が悪化

した場合、②競争環境の変化により、大和証券グループの期待する収益を得られない場合、③大和証券グループ内

外との事業提携・合弁関係、業務委託関係が変動あるいは解消した場合、④大和証券グループ内の組織運営効率化

のための施策が想定どおりに進まない場合、及び⑤法制度の大幅な変更があった場合をはじめとする様々な要因に

より、上記のグループ戦略に変更が生じる場合や、グループ会社間の業務、その他の連携が十分に機能しない場合

には、グループ戦略が功を奏しない可能性や想定していた成果をもたらさない可能性があり、その場合、当社の事

業、財政状態及び経営戦略に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 業績の変動性に伴うリスク

当社の主たる事業である有価証券関連業務は、お客様との取引から得られる手数料やトレーディング損益等が大

幅に変動するという特性を持っております。当社では業績の安定性を向上させるべく、リテール営業部門における

預り資産の拡大や国内ホールセール部門を構成するグローバル・マーケッツ及びグローバル・インベストメント・

バンキングの各ビジネスの収益構造の多様化、市場リスクや信用リスクをはじめとする各種リスクの管理強化、経

費管理の徹底等の努力を行っておりますが、これらの施策は有価証券関連業務に伴う業績の変動性をカバーするこ

とを保証するものではなく、とりわけ経済・金融情勢が著しく悪化した場合には、当社の業績に重大な悪影響を及

ぼす可能性があります。

 

(6) リテール営業部門におけるビジネス・リスク

リテール営業部門では、市況の低迷でお客様の証券投資需要が低調となったり、日本の証券市場のリスクを避け

る投資行動が強まったり、リスク資産を保有することそのものに対して消極的な傾向が強まったりすると、収益が

大きく低下する可能性があります。また、店舗、営業員、オンライン取引システム等を必要とするため、不動産関

係費、人件費、システム投資等に係る減価償却費等の固定的経費を要する傾向があります。したがって、上記のよ

うな要因により収益が大きく低下したときは、経費抑制努力では対応しきれず、採算割れとなるリスクがありま

す。

 

(7) 国内ホールセール部門におけるビジネス・リスク

国内ホールセール部門は、グローバル・マーケッツとグローバル・インベストメント・バンキングの各ビジネス

により構成されております。

　グローバル・マーケッツにおける現物取引やデリバティブ取引等のトレーディング業務には、市場動向や税制、

会計制度の変更等の影響でお客様の取引需要が減少して収益が低下するリスクや、急激かつ大幅な市況変動で

ディーラーの保有ポジションの時価が不利な方向に変動して損失が発生するリスク、低流動性のポジションを保有

していたため市況変動に対応して売却することができず損失が発生するリスク等があります。

　これらのうち、主要なものは市場リスク（株式・金利・為替・コモディティ等の相場が変動することにより損失

を被るリスク）と信用リスク（与信先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む。）の価値が減

少ないし消失し、あるいは債務が履行されないことにより損失を被るリスク）です。当社では、各商品のトレー

ディングにかかるリスクを軽減するために、各商品の過去の市場価格の推移や各商品の価格変動の相関を参考に、

必要に応じて様々なヘッジ取引を行っておりますが、予想を超える市場の変動や突発的に発生する個別の事象等に

より、ヘッジが有効に機能しない可能性もあります。さらに、トレーディング・ポジションの内容が特定の銘柄や

業種等に偏ると、ポートフォリオ全体の分散効果が得られにくくなるほか、ポジションの円滑な処分も困難になる

ため、リスクが顕在化した場合の損失額が大きく膨らむ傾向があります。
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グローバル・マーケッツにおけるブローカレッジ業務では、市況の低迷でお客様の証券投資需要が低調となった

り、日本の証券市場のリスクを避ける投資行動が強まったり、リスク資産を保有することそのものに対して消極的

な傾向が強まったりすると、収益が大きく低下する可能性があります。また、法人のお客様向けの大規模な取引シ

ステム等を必要とするため、システム投資等に係る減価償却費等の固定的経費を要する傾向があります。したがっ

て、上記のような要因により収益が大きく低下したときは、経費抑制努力では対応しきれず、採算割れとなるリス

クがあります。

　また、グローバル・インベストメント・バンキングにおいては、法人のお客様の財務面でのニーズに対応して、

債券、上場株式、新規公開株式、資産流動化証券等の引受け、募集・売出しを行うほか、仕組み証券やストラクチ

ャード・ファイナンスの組成に関する業務、M&A、事業再編や新規公開に関するアドバイザリー業務も行います。

これらの業務には、概して証券市況に影響されて取引規模及び取引量が急激に変動する特性があります。また、引

受業務には、引受けた証券が市況の下落等で円滑に投資家に販売できない場合、引受けた証券を保有すること等に

より、市場価値の下落による損失を被るリスクがあります。引受業務におけるポジション・リスクは、単一の銘柄

でかつ巨額なポジションとなり、適時に効果的なリスク回避の手段をとることができないため、通常のトレーディ

ングにおけるポジション・リスクよりも重大なリスクとなり得ます。また、引受業務には、有価証券の募集・売出

しにかかる発行開示が適切になされなかった場合には、金融商品取引法に基づき引受会社として投資家から損害賠

償請求を受けるリスクがあります。

 

(8) 銀行業に伴うビジネス・リスク

大和証券グループでは、当社の親会社である大和証券グループ本社の連結子会社である株式会社大和ネクスト銀

行（以下、「大和ネクスト銀行」という。）が、同行の銀行代理店である当社を通じて、お客様向けサービスを提

供しております。

　大和ネクスト銀行においては、当社やインターネット等を通じたお客様からの預金受入れ等により調達した資金

を、貸出や債券その他有価証券投資等により運用しておりますが、銀行業は、信用リスク、市場リスク、流動性リ

スク、システムリスク、コンプライアンスリスク、事務リスク、情報セキュリティリスク、外部委託にかかるリス

ク、イベントリスク、レピュテーショナルリスク、自己資本比率低下リスク等、様々なリスクへの対応が必要とな

ります。このような広範に渡るリスクの管理態勢の整備・改善等の対応を進めておりますが、これらの対応が不十

分であった場合、マイナス金利政策等による運用資産の利回り低迷や調達金利の上昇等により期待された利鞘が確

保できない場合、競合する他の銀行との差別化戦略が期待どおりに進まず競争力が発揮できなかった場合等におい

ては、大和証券グループ及び銀行代理店業務を行う当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(9) 投資有価証券に関するリスク

当社は、提携・友好関係の維持や構築等を目的として、対象企業等の株式等を保有しております。このうち、市

場性のある株式等については市場価格の下落により、それ以外の株式等については当該対象企業等の財政状態及び

経営成績の悪化等に起因する減損損失あるいは評価損が発生することにより、当社の財政状態及び経営成績に悪影

響を及ぼす可能性があります。また、上記株式等について、保有意義の希薄化等を理由に売却を実行する際、市場

環境若しくは対象企業等の財政状態及び経営成績等によっては、期待する価格又は時期に売却できない可能性があ

ります。
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(10) 新規事業への進出に関するリスク

当社では、持続的な成長と経営目標の達成のため有価証券関連業務に関する様々な新規事業に取り組んでいま

す。しかしながら、当該新規事業を計画どおり展開できない場合や競合の状況によっては、当社の業績に悪影響を

与える可能性があります。

 

(11) 自己資本規制・流動性規制に関するリスク

第一種金融商品取引業を営む当社は、金融商品取引法に定める自己資本規制比率を同法に基づいて120％以上に維

持する必要があります。

　また、大和証券グループは、当社の親会社である大和証券グループ本社が金融商品取引法上の最終指定親会社に

該当するため、「最終指定親会社及びその子法人等の保有する資産等に照らし当該最終指定親会社及びその子法人

等の自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成22年金融庁告示第130号）の適用を

受け、同告示第２条に基づいて、連結自己資本規制比率を所定の比率（連結普通株式等Tier1比率4.5％、連結Tier1

比率６％、連結総自己資本規制比率８％。以下、「最低所要連結自己資本規制比率」と総称する。）以上に維持す

る必要があります。

　なお、平成27年３月末より「金融商品取引法第57条の17第１項の規定に基づき、最終指定親会社が当該最終指定

親会社及びその子法人等の経営の健全性を判断するための基準として定める最終指定親会社及びその子法人等の経

営の健全性のうち流動性に係る健全性の状況を表示する基準」(平成26年金融庁告示第61号)が適用され、同告示に

基づいて連結流動性カバレッジ比率を所定の比率（平成27年は60％、以降毎年10％上昇し平成31年以降は100％）以

上に維持することが求められています。

　また、同時に「金融庁長官が定める場合において、最終指定親会社が経営の健全性の状況を記載した書面に記載

すべき事項を定める件第３条第１項の規定に基づき、金融庁長官が別に定める連結レバレッジ比率」（平成27年金

融庁告示第11号）が適用され、同告示に基づいて連結レバレッジ比率を算出・開示することが求められています。

　上記の最低所要連結自己資本規制比率の充足に加え、平成28年３月末から、一定の最低連結資本バッファー比率

を充足することも必要となります。さらに、大和証券グループ本社は平成27年12月に、国際間の合意に沿って金融

庁より国内のシステム上重要な銀行（D-SIBs：Domestic Systemically Important Banks）の一つに指定されたた

め、最終指定親会社に関する告示（平成27年金融庁告示第81号）に基づき、追加的に0.5％を上乗せした最低連結資

本バッファー比率を維持する必要があります。なお、この基準は平成28年３月末から３年を経過する日までの間は

段階的に適用されることになっています。

　これらの比率が著しく低下した場合には、レピュテーショナルリスクの波及や信用水準の低下により流動性懸念

が生ずる可能性があります。さらに、最低基準を下回った場合に有効な対策（資本増強策等）を講じられない場合

には、監督当局から業務改善命令や業務の全部又は一部の停止等の措置を受ける可能性があります。

 

(12) 流動性リスク

当社は、多くの資産及び負債を用いて有価証券関連業務を中心としたビジネスを行っております。このため、適

切な流動性を確保し、財務の安定性を維持することが必要となります。しかし、市場環境の変化や当社の財務内容

の悪化などにより、資金繰りに支障をきたすこと、あるいは通常よりも著しく高いコストでの資金調達を余儀なく

されることにより損失を被るリスクがあります。

　当社の資金調達が困難になった場合には、保有する資産を圧縮する等の対応が必要となります。しかし、市場環

境の悪化により市場全体の流動性が低下すると、当社が売却しようとする資産のうち信用度の低い資産の流動性は

より一層低下し、保有資産の処分ができなくなったり、取得原価を大幅に下回る価格であっても売却せざるを得な

くなるリスクがあります。

　こうした流動性リスクが顕在化した場合、当社の業務継続が困難になる可能性や、当社の財政状態及び経営成績

に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(13) オペレーショナルリスク

当社は、多様な業務を行うことに伴うオペレーショナルリスクに晒されており、かかるリスクが顕在化した場合

には、当社が損失を被ること等により、当社の業績及び社会的信用に悪影響を及ぼす可能性があります。

　当社では、オペレーショナルリスクを以下のように分類して管理しております。

① 事務リスク

役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより損失を被るリスク　

② システムリスク

コンピュータシステムのダウン又は誤作動、システムの不備等に伴い、損失を被るリスク、さらにコンピュー

タが不正に使用されることにより損失を被るリスク

③ 情報セキュリティリスク

情報資産に対する脅威の発現のために、情報セキュリティ（機密性、完全性、可用性の維持）が確保されない

リスク

④ コンプライアンスリスク

金融商品取引業務等に関し役職員が企業倫理及び法令諸規則等に従わないことにより損失を被るリスク及び顧

客等との法的紛争により損失を被るリスク

⑤ リーガルリスク

不適切な契約締結、契約違反により損失を被るリスク

⑥ 人的リスク

労務管理や職場の安全環境上の問題が発生することにより損失を被るリスク、必要な人的資源が確保されない

リスク

⑦ 有形資産リスク

自然災害や外部要因又は役職員の過失などの結果、有形資産の毀損等により損失を被るリスク

特に有価証券関連業務においては、取引の執行や決済等を処理するコンピュータシステムのダウン又は誤作動、

システムの不備、システムの新規開発・統合等に起因するシステム障害、サイバー攻撃等によるデータの改竄やお

客様の情報の流出等が発生した場合、業務が正常に行えなくなることによる機会損失や損害賠償責任の発生、社会

的信用の低下等を通じて当社の財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。　

 

(14) 規制等に関するリスク

当社は、金融商品取引業者として金融商品取引法の規制及び日本証券業協会の規程による規制を受けておりま

す。また、当社は貸金業等の兼業業務に関して関係法令上の規制にも服しております。さらに、当社は金融商品取

引法の定めにより、親法人等・子法人等が関与する行為の弊害防止のため、当該関係を利用した一定の取引の制限

や、親法人等・子法人等間での情報授受や利用の制限等を受けており、お客様の利益が不当に害されることがない

よう、適切な情報管理と内部管理体制の整備が求められております。

　なお、当社の親会社である大和証券グループ本社は、特別金融商品取引業者である当社の最終指定親会社とし

て、監督当局の連結規制・監督の対象となっております。また、大和証券グループは「金融商品取引業者等向けの

総合的な監督指針」における「指定親会社グループ」に該当するとともに、同グループ傘下の大和ネクスト銀行が

銀行営業免許を保有していることに伴い、「金融コングロマリット監督指針」における「事実上の持株会社グルー

プ」に該当することとなり、連結自己資本の適切性を含む一定の事項について連結ベースでの監督を受けておりま

す。

加えて、Ｇ20（金融・世界経済に関する首脳会合）主導の下、各種金融規制・監督の強化が包括的に進む中、こ

れらの国際的な金融規制や各国独自の金融規制が大和証券グループの事業に影響を及ぼす可能性があります。

　上記のように、当社及び大和証券グループの事業の多くは行政及び自主規制団体による監督・規制のもとにあ

り、将来における法規・規程、政策、規制の変更が当社の事業活動や経営体制、さらには当社の財政状態及び経営

成績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(15) 法令遵守に関するリスク

当社は、内部統制機能を強化し、より充実した内部管理体制の構築に努めるとともに、役職員に対する教育・研

修等を通じ、インサイダー取引規制を含め法令遵守の徹底に注力しております。しかしながら、事業を進めていく

上で、その執行過程に関与する役職員の故意又は過失により法令違反行為が発生する可能性は排除し得ず、周到な

隠蔽行為を伴った意図的な違法行為等については、長期間にわたって発覚しない可能性もあるため、当社の業績に

悪影響を与えるような規模の損害賠償を取引先等から求められる可能性があります。

　さらに、役職員の不正行為のみならず、法人としての当社に法令違反その他の問題が認められた場合には、監督

当局から課徴金の納付命令、業務の制限又は停止等の処分・命令を受ける可能性があります。また、当社は情報管

理の徹底や「個人情報の保護に関する法律」への対応については万全の体制を敷いていると認識しておりますが、

過失や不正行為等により当社の保有する顧客情報等各種の情報が外部に流出した場合、当社の信用が失墜し、ク

レームや損害賠償請求、監督当局からの処分等を受ける可能性があります。

　当社の事業は、お客様からの信用に基づく部分が大きいため、法令遵守上の問題が発生し当社に対する社会的信

用が低下した場合には、お客様との取引が減少し、当社の業績に悪影響を及ぼす事態が生じる可能性もあります。

 

(16) 訴訟リスク

当社では、経営方針等において、お客様本位の営業姿勢を掲げており、今後もより一層のサービスの拡充に努め

ていく所存ではありますが、お客様に対する説明不足やお客様との認識の不一致等によってお客様に損失が発生し

た場合には、当社が訴訟の対象となることがあります。その損失が当社の責任に起因する場合、当社は民法上、金

融商品取引法上、又はその他の根拠に基づく損害賠償義務を負う可能性があります。このほか当社は、広範な事業

を行い、複雑な規制に服していることから、多数の当事者を巻き込み、多額の請求金額に上るものを含め、様々な

訴訟リスクに晒されており、訴訟に伴う損害賠償そのもののみならず訴訟内容に起因する社会的信用の低下から当

社の事業活動や経営体制、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社が事業に関して使用している商標やビジネスモデル等のなかには、現在出願中のため、権利が確定し

ていないものもあります。当社の確認の不備等がなかった場合においても、結果として当社が第三者の知的財産権

を侵害し、損害賠償請求又は差止請求を受ける可能性があります。

 

(17) レピュテーショナルリスク

当社の事業は、法人、個人のお客様や市場関係者からの信用に大きく依存しております。「２ 事業等のリスク」

に記載した事象が発生した場合、特に「(13)オペレーショナルリスク」、「(15)法令遵守に関するリスク」及び

「(16)訴訟リスク」に記載したように、当社や役職員の責任に起因する法令違反や訴訟等が発生した場合には、当

社の社会的信用が低下する可能性があります。また、憶測に基づいたり、必ずしも正確な事実に基づいていない風

説・風評の流布に晒された場合、その内容が正確でないにもかかわらず、当社の社会的信用が低下する可能性もあ

ります。その結果、お客様による取引停止等が生じ、当社の事業、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性

があります。
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(18) リスク管理方針及び手続の有効性に関するリスク

当社は、リスク管理方針及び手続の強化に努めておりますが、リスク管理の有効性は事業内容や企業の特性によ

り異なります。また、新しい分野への急速な業務展開に際しては、必ずしも有効に機能しない可能性があります。

　リスク管理の前提としては、市場や投資先に関する情報の収集・分析・評価が重要となりますが、その情報自体

が不正確、不完全、あるいは最新のものではないことにより、適切な評価が行えない場合があり、また、一部のリ

スク管理手法においては、過去の動向に基づく定量的判断を伴うものがあるため、予想を超えた変容や突発的事象

に対しては、必ずしも有効でない可能性があります。リスク管理が有効に機能しない場合には、当社の財政状態及

び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(19) 優秀な人材を確保できないリスク

当社では、有価証券関連業務を中心に高度な専門性を必要とする業務を行っております。いずれの分野でも高い

パフォーマンスを発揮するには、優秀な人材の確保が前提となるため、業務特性に応じた人事制度、研修制度の充

実及びその継続的な改善に努めております。しかしながら、金融業界内外において、優秀な人材確保への競争は激

しく、優秀な人材の採用が困難な状態や外部、特に競合他社への大量流出等が生じた場合には、当社の財政状態及

び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(20) 会計基準や税制等の変更に関するリスク

日本の会計基準は国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）とのコンバージェンスを進めているところであり、ここ数年の

間に数多くの改正が行われ、今後もさらなる改正が予定されております。また、ＩＦＲＳ任意適用を促進する方策

も打ち出されており、将来日本においてＩＦＲＳが強制適用される、あるいは当社の親会社である大和証券グルー

プ本社が、連結財務諸表についてＩＦＲＳの任意適用を行う可能性もあります。これらの改正、強制適用あるいは

任意適用が行われた場合、当社の事業運営や業績等の実体に変動がない場合であっても、例えば収益の認識、資

産・負債の評価、連結範囲の見直し等に係る会計処理方法が変更されることに伴い、当社の財政状態及び経営成績

に悪影響を及ぼす可能性があります。また、税制等が変更されることとなった場合においても、当社の財政状態及

び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

　(21) その他のリスク

当社では、コンピュータシステムの取得・構築に係る投資により発生する償却コスト及び維持・運営コストの増

大が業績に悪影響を及ぼす可能性があるほか、店舗・オフィス等の不動産やコンピュータシステム等について、資

産の陳腐化や収益性若しくは稼働率の低下が生じた場合又はこれらの処分が行われた場合には、減損処理による損

失計上や除売却損失の計上が必要となる可能性もあります。

　このほか、当社は税効果会計に係る会計基準に基づいて、税務上の便益を将来の課税所得等に関する見積もりや

仮定に基づき繰延税金資産として計上しております。実際の課税所得等は見積もりや仮定と異なる可能性があり、

将来において繰延税金資産の一部又は全部の回収ができないと判断した場合には繰延税金資産は減額され、当社の

財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼすことになります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本項における将来に関する事項は、別段の記載がない限り、有価証券報告書提出日現在において当社が判断した

ものであります。

　

(1) 重要な会計方針及び見積もり

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められた会計基準に基づき作成されております。また、

当社は、財務諸表を作成するにあたり、会計方針に基づいていくつかの重要な見積もりを行っており、これらの見

積もりは一定の条件や仮定を前提としております。そのため、条件や仮定が変化した場合には、実際の結果が見積

もりと異なることがあり、結果として財務諸表に重要な影響を与える場合があります。重要な会計方針のうち、特

に重要と考える項目は、次の４項目です。

　

① 金融商品の評価

当社では、トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引は、時価をもって貸借対照表価額と

し、評価損益はトレーディング損益として損益計算書に計上しております。評価に用いる時価は、市場で取引が

行われている有価証券やデリバティブ取引については当事業年度末時点の市場価格を、市場価格のない有価証券

やデリバティブ取引については理論価格を、それぞれ使用しております。理論価格を算出する際には、対象とな

る商品や取引について最も適切と考えられるモデルを採用しております。

 

② 有価証券の減損

当社では、投資有価証券等のトレーディング商品に属さない有価証券を保有しております。このうち時価のあ

る有価証券については、時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処

理を行っております。具体的には、当事業年度末における時価の下落率が取得原価の50％以上の場合は、著しい

下落かつ回復する見込みがないものと判断して、減損処理を行っております。時価の下落率が取得原価の30％以

上50％未満の場合は、時価の推移及び発行会社の財政状態等を総合的に勘案して回復する見込みを検討し、回復

する見込みがないと判断したものについては、減損処理を行っております。また、時価を把握することが極めて

困難と認められる有価証券については、実質価額が著しく低下し、かつ、回復する見込みがないと判断した場合

には、減損処理を行っております。

 

③ 固定資産の減損

当社では、各資産グループにおいて、収益性が著しく低下した資産については、当該資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、資産のグルーピングは、証券店舗等

の個別性の強い資産については個別物件単位で行い、その他の事業用資産については管理会計上の区分に従って

行っております。

 
④ 繰延税金資産の回収可能性

当社では、企業会計上の資産・負債と税務上の資産・負債との差額である一時差異等について税効果会計を適

用し、繰延税金資産及び繰延税金負債を計上しております。繰延税金資産の回収可能性については、将来の合理

的な見積可能期間における課税所得の見積額を限度として、当該期間における一時差異等のスケジューリングの

結果に基づき判断しております。
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(2) 当事業年度の財政状態の分析

＜資産の部＞　

当事業年度末の総資産は前年度末比1兆3,977億円（13.6％）増加の11兆6,835億円となりました。内訳は流動資

産が同1兆3,996億円（13.8％）増加の11兆5,772億円であり、このうち現金・預金が同1,539億円（13.3％）増加

の1兆3,145億円、トレーディング商品が同5,079億円（10.9％）増加の5兆1,632億円、有価証券担保貸付金が同

6,389億円（20.1％）増加の3兆8,119億円となっております。固定資産は同19億円（1.8％）減少の1,062億円と

なっております。

 
＜負債の部・純資産の部＞

当事業年度末の負債合計は前年度末比1兆4,359億円（15.2％）増加の10兆8,825億円となりました。内訳は流動

負債が同1兆1,942億円（14.5％）増加の9兆4,217億円であり、このうちトレーディング商品が同3,210億円

（9.1％）増加の3兆8,504億円、有価証券担保借入金が同2,463億円（9.2％）増加の2兆9,202億円、短期借入金が

同750億円（6.4％）増加の1兆2,424億円となっております。固定負債は同2,416億円（19.9％）増加の1兆4,568億

円であり、このうち社債が同110億円（1.9％）減少の5,833億円、長期借入金が同2,528億円（43.2％）増加の

8,381億円となっております。

　純資産合計は当期純利益644億円を計上したほか、配当金1,004億円の支払いを行ったことなどから、同381億円

（4.5％）減少の8,010億円となりました。

 

(3) 当事業年度の経営成績の分析

① 事業全体の状況

当事業年度の営業収益は3,588億円（前年度比7.1％増）となりました。受入手数料は株式取引が増加したこと

による委託手数料の増加や投資信託の販売にかかる募集・売出しの取扱手数料の増加等により、総額で2,091億円

（同15.4％増）、トレーディング損益は株券等が増加したものの債券・為替等の減少により999億円（同14.0％

減）となりました。金融収支は169億円（同2.1％増）、純営業収益は3,260億円（同3.8％増）となっておりま

す。

　販売費・一般管理費は、人件費が1,027億円（同3.0％増）、事務費が465億円（同5.4％増）となったこと等か

ら、合計で2,405億円（同3.8％増）となりました。この結果、経常利益は866億円（同1.7％増）となりました。

　これに特別損益、法人税等を加味した結果、当期純利益は644億円（同10.2％増）となりました。

 
② セグメント情報に記載された区分ごとの状況

　純営業収益及び経常利益をセグメント別に分析した状況は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 

純営業収益 経常利益

平成29年
３月期

平成30年
３月期

対前年度
増減率

構成比率
平成29年
３月期

平成30年
３月期

対前年度
増減率

構成比率

リテール営業部門 182,579 209,162 14.6% 64.1% 28,341 48,995 72.9% 56.5%

国内ホールセール部門 125,705 115,001 △8.5% 35.3% 54,498 40,653 △25.4% 46.9%

その他・調整等 5,817 1,928 ― 0.6% 2,394 △2,984 ― △3.4%

合計 314,102 326,092 3.8% 100.0% 85,234 86,664 1.7% 100.0%
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　[リテール営業部門]

リテール営業部門は、主に個人や未上場法人のお客様に幅広い金融商品・サービスを提供しております。

リテール営業部門の主な収益源は、国内の個人投資家及び未上場会社の顧客の資産管理・運用に関する商品・

サービスの手数料であり、経営成績に重要な影響を与える要因には、顧客動向を左右する国内外の金融市場及び経

済環境の状況に加え、顧客のニーズに合った商品の開発状況や引受け状況及び販売戦略が挙げられます。

当事業年度においては、4月より、お客様目線をより重視した営業推進体制へ移行し、個別商品の販売目標を廃止

したことなどにより、営業員が、今まで以上に多くの時間を、お客様のニーズやマーケットの動向をより的確に捉

えた提案に割けるようになりました。その結果、市場環境が特に好調であった米国株式を中心に、外国株式の売買

代金が大幅に増加したほか、外国株式の預り資産残高についても過去最高の水準となりました。

　株式投信販売については、マーケットのニーズに沿ったテーマ型投信の取扱いにより、募集・販売額が大幅に向

上し、投信募集手数料も前年度比大幅増となりました。

　また、ラップ口座サービスの拡充に取り組んだ結果、平成29年度末のラップ口座契約資産残高は過去最高水準と

なりました。

　好調な市場環境に伴う顧客ニーズの高まりに加え、これらの取組みが寄与し、当事業年度のリテール営業部門に

おける純営業収益は2,091億円（前年度比14.6％増）、経常利益は489億円（同72.9％増）となりました。リテール

営業部門の当事業年度の純営業収益および経常利益の当社全体の純営業収益および経常利益に占める割合は、それ

ぞれ64.1%および56.5%でした。

 

　[国内ホールセール部門]

国内ホールセール部門は、グローバル・マーケッツとグローバル・インベストメント・バンキングで構成されて

おり、グローバル・マーケッツは、主に国内外の機関投資家や事業法人、金融法人、公共法人等の顧客向けに、株

式、債券・為替及びそれらの派生商品のセールスおよびトレーディングを行っております。グローバル・インベス

トメント・バンキングは、国内外における有価証券の引受け、M&Aアドバイザリー等、多様なインベストメント・バ

ンキング・サービスを提供しております。グローバル・マーケッツの主な収益源は、機関投資家に対する有価証券

の売買に伴って得る顧客フロー収益およびトレーディング収益です。グローバル・インベストメント・バンキング

の主な収益源は、引受業務やM&Aアドバイザリー業務によって得る引受け・売出し手数料とM&A手数料です。グロー

バル・マーケッツにおいては、国際的な地政学リスクや経済状況等で変化する市場の動向や、それに伴う顧客フ

ローの変化が、経営成績に重要な影響を与える要因となります。グローバル・インベストメント・バンキングにお

いては、顧客企業の資金調達手段の決定やM&Aの需要を左右する国内外の経済環境等に加え、当社が企業の需要を捉

え、案件を獲得できるかどうかが経営成績に重要な影響を与える要因となります。

グローバル・マーケッツにおいては、エクイティ収益は比較的堅調に推移しました。一方で金融市場において低

ボラティリティが継続し収益が低調に推移したため、グローバル・マーケッツは減収減益となりました。

　グローバル・インベストメント・バンキングにおいては、複数の大型エクイティ募集・売出し案件でＪＧＣ

（ジョイント・グローバル・コーディネーター）や主幹事を務めたこと等により好調な業績となりましたが、販売

費・一般管理費も増加したため、グローバル・インベストメント・バンキングは増収減益となりました。

　以上のことから、当事業年度における国内ホールセール部門における純営業収益は1,150億円（同8.5％減）、経

常利益は406億円（同25.4％減）となりました。国内ホールセール部門の当事業年度の純営業収益および経常利益の

当社全体の純営業収益および経常利益に占める割合は、それぞれ35.3%および46.9%でした。
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③ 経営成績の前提となる平成29年度のマクロ経済環境

＜海外の状況＞

世界経済は緩やかに拡大しており、IMF（国際通貨基金）の推計によれば、平成29年の世界経済成長率は前年

を上回り、５年ぶりの高い伸びとなったとみられます。米国経済は、引き続き内外の政治的な混乱に対する懸

念を払拭できないものの、平成29年末に成立した税制改革などの拡張的な財政政策によって、国内景気は一段

と押し上げられようとしています。また、ユーロ圏の景気も拡大し、デフレ懸念が後退したことから、緩和的

な金融政策も徐々に縮小しつつあります。さらに、先進国だけでなく、新興国経済も回復基調にあり、中国が

安定的に推移しているほか、ブラジルやロシアはプラス成長に転じています。

米国経済は、平成30年１－３月期こそ個人消費の伸びが抑制され、実質GDP成長率は前期比年率２％台前半の

成長に留まりましたが、平成29年４－６月期からの３四半期は３％前後の高成長となりました。平成30年１－

３月期の減速は、個人消費が約５年ぶりの低い伸びになったことが響きましたが、消費の裏付けとなる雇用・

所得環境が安定しており、平成29年12月に成立した税制改革による可処分所得の押し上げも見られます。ま

た、税制改革の恩恵は、企業業績や企業マインドの改善にも及んでおり、設備投資は堅調な伸びを維持してい

ます。また、労働市場の逼迫に伴う省力化投資へのニーズが高まっている点も設備投資の追い風となっていま

す。しかし、平成30年２月以降、トランプ大統領が保護主義的な通商政策を強力に推進しており、中国をはじ

めとする世界各国との摩擦が激化すれば、輸入価格の上昇だけでなく、米国からの輸出量が減少し、企業の生

産活動や投資計画に悪影響が及ぶ恐れがあります。金融面では、底堅い景気拡大を受けて、FRB（連邦準備制度

理事会）は平成29年の計３回の利上げに続いて、平成30年３月にも政策金利を引き上げました。同時に、平成

29年10月からは、FRBが保有する資産の規模縮小も開始しています。一方、米国株式市場では、底堅い米国経済

や税制改革への期待から騰勢が続き、NYダウ平均株価は平成30年１月に過去最高値を更新しました。もっと

も、その後は、インフレへの懸念から長期金利が上昇したり、通商摩擦への懸念の高まりとともに株価が大き

く下落する場面もありました。

欧州経済は、緩やかながら安定した成長が続いており、平成29年のユーロ圏の実質GDP成長率は2.4％と10年

ぶりの高成長になりました。平成30年１－３月期は前期比年率1.5％増、前年比では2.5％増となり、過去３四

半期平均の前期比年率2.9％増から大きく鈍化しましたが、１％程度とされる潜在成長率を上回り、堅調に推移

しているといえます。ユーロ圏の雇用情勢は改善傾向にあり、家計の所得環境も良好なことから、個人消費が

底堅く、内需を中心にバランスの取れた形で成長しています。もっとも、ユーロ高が進行してきたために、輸

出依存度が高いドイツなどでは、景気減速感が見られます。一方、金融面では、デフレ懸念の後退を受けて、

ECB（欧州中央銀行）は非伝統的な金融緩和政策の軌道修正を進めています。平成29年４月から量的緩和の規模

を縮小させたのに続き、平成30年１月以降、資産買取額を毎月300億ユーロに半減させています。ただ、平成30

年に入ってからのユーロ圏のインフレ率は、ECBが目指すインフレ目標「２％をやや下回る水準」とは大きな乖

離が見られることから、ECBは、非伝統的な金融緩和政策の修正を慎重に進めていくとみられます。

新興国経済は、平成27年をボトムにして成長率が加速しており、平成29年は４年ぶりの高成長となりまし

た。中国経済は、平成30年１－３月期の実質GDP成長率が前年比6.8％増と、平成29年の6.9％成長から僅かに減

速したものの、堅調に成長を続けています。もっとも、前期比では、平成29年７－９月期をピークに２四半期

連続で減速しています。個人消費が成長の最大の牽引役となっており、総資本形成の伸びの鈍化をある程度カ

バーしています。平成30年１－３月期に入って、消費関連にやや減速感が見られますが、底堅く推移していま

す。固定資産投資は、過剰生産能力を指摘される製造業やインフラ投資が減速する一方、不動産開発投資は大

きく伸びたことから、投資全体ではやや加速しています。また、米国との通商摩擦問題は今後のリスク要因で

はありますが、互いに制裁を発動し合うというように状況がエスカレートしない限り、影響は限定的とみられ

ます。一方、中国以外の新興国では、総じて平成29年の経済成長率は当初の想定を上回る回復が見られ、原油

などの資源価格の上昇は資源国経済にとって追い風になっています。ただ、一部では、米国など先進国の金利

上昇の影響から資本が国外に流出し、通貨安に伴う高インフレや通貨防衛のための政策金利の引き上げなど、

経済的な困難に直面しているケースも散見されます。
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＜日本の状況＞

日本経済は、平成28年半ば以降、内需を中心に緩やかな回復基調が続きましたが、平成30年１－３月期の実

質GDP成長率は前期比年率0.6％減と９四半期ぶりのマイナス成長に陥り、過去４四半期の平均年率２％弱の成

長から大幅に減速しました。背景には、個人消費や住宅投資が軟調であったことに加えて、これまで堅調に拡

大してきた設備投資や輸出の伸びも鈍化したことがあります。内需の弱さを反映して輸入も減速したために、

外需の寄与度はプラスとなったものの、内需の寄与度のマイナス幅が上回ったことから、全体でマイナス成長

になりました。このように、直近では内需項目が軒並み小幅なマイナス成長になり、景気拡大の足踏みが見ら

れましたが、平成29年度全体では1.6％成長に加速し４年ぶりの高い伸びとなりました。平成28年度の成長が外

需に依存した形だったことと比べると、平成29年度は内需の寄与度が1.2％ポイント、外需の寄与度が0.4％ポ

イントとなり、よりバランスの取れた成長であったといえます。

GDPに占めるウエイトの大きい個人消費は、平成30年１－３月期に小幅ながらも２四半期ぶりに減少しまし

た。自動車を中心とした耐久消費財をはじめ総じて弱い内容になりましたが、天候不順による生鮮食品の高騰

や原油価格の上昇、人手不足などに伴うコスト増などを受けて、消費者が直面する物価上昇率は高止まり、消

費者の生活に影響を及ぼしているとみられます。また、年度全体でみると、失業率が２％台半ばまで一段と低

下したほか、企業の採用意欲が引き続き強く、賃金も緩やかに増加するなど雇用・所得環境の改善が続き、消

費者マインドは高い水準を維持しました。

住宅投資については、日本銀行の緩和的な金融政策によって、低い住宅ローン金利が下支え要因となったも

のの、建材コストや人件費の上昇もあって、大都市圏を中心に住宅価格が上昇したことが需要を抑制したほ

か、相続税対策などの特殊要因によって押し上げられてきた貸家建設の減速感が強まりました。この結果、平

成29年７－９月期以降、３四半期連続で前期比マイナス成長となっています。

一方、企業の設備投資は、平成29年度全体では前年比3.2％増と８年連続で増加しました。企業収益が高水準

にあることや労働需給の逼迫を背景に、深刻な人手不足に対応した合理化・省人化投資や、競争力を維持する

ための設備の更新、研究開発投資などが増加しました。もっとも、企業は支出全般に慎重な姿勢を崩しておら

ず、設備投資の水準は、キャッシュ・フローを大きく下回り、減価償却費を一定程度上回る水準に留まってい

ます。また、平成30年１－３月期の設備投資はプラス成長を維持したものの、伸び率が鈍化している背景に

は、輸出の伸びが減速したために生産活動が一服したことが考えられます。

外需に関しては、海外経済が底堅く拡大していることから輸出は増加基調にあり、平成29年度は前年比6.2％

の成長と、前年度から伸び率が加速しました。地域別に見ると、アジア向けの輸出が持ち直したほか、米国や

EU（欧州連合）向けは概ね横ばいとなるなど、総じて堅調に推移しました。自動車や半導体等製造装置の輸出

が好調でしたが、引き続き、海外経済の動向には留意が必要です。特に、平成30年に入って、米国が保護主義

的な通商政策を推し進めており、この先、世界貿易の縮小につながるリスクがあります。また、米国など先進

国の金利上昇により、資本流出に直面する新興国経済に変調が生じると、日本からの輸出にネガティブに作用

するとみられます。一方、輸入は、平成29年度全体では内需の回復を受けて持ち直し、２年ぶりに増加しまし

た。

金融面では、日本銀行による強力な金融緩和措置が続いています。「長短金利操作付き量的・質的金融緩

和」の一環として、イールドカーブ・コントロールを導入し、短期金利と長期金利の両方を事実上管理すると

いう政策を実行しています。米国の市場金利の上昇を受けて、日本の国債利回りが上昇する局面もありました

が、長期金利（10年国債利回り）は、平成29年度を通じて、概ね0.0％～0.1％という狭いレンジで安定的に推

移しました。為替レートは平成29年に入ると、７月から９月上旬にかけて、地政学的リスクの高まりを受けて

リスク回避の動きが強まり、円高が進む局面がみられましたが、総じて109～114円という狭いレンジのなかで

の変動を繰り返しました。ただ、平成30年に入って、米国の長期金利上昇をきっかけに世界的な株安が進み、

さらに、米国の保護主義的な通商政策によって、米中の貿易摩擦激化への警戒感が強まると、リスク回避の動

きから円高が加速し、平成30年３月下旬には、１年４カ月ぶりの円高水準となる104円台を記録しました。一

方、対ユーロでは、欧州経済の順調な拡大やECBの金融政策の正常化への思惑を背景に、年末にかけて、円安・

ユーロ高が進みました。しかし、平成30年２月に入ると、対ドル同様にリスク回避の動きが強まり、円高・

ユーロ安に振れました。

平成30年３月末の日経平均株価は21,454円30銭（前年３月末比2,545円04銭高）、10年国債利回りは0.043％

（同0.024ポイントの低下）、為替は１ドル106円19銭（同5円61銭の円高）となりました。

 

(4) 当事業年度のキャッシュ・フローの状況の分析

① 営業活動、投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物

EDINET提出書類

大和証券株式会社(E06228)

有価証券報告書

17/91



 当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　（単位:百万円）

 平成29年３月期 平成30年３月期

営業活動によるキャッシュ・フロー △22,968 △225,692

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,685 △15,569

財務活動によるキャッシュ・フロー 69,482 398,224

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 26,829 156,961

現金及び現金同等物の期首残高 1,133,757 1,160,586

現金及び現金同等物の期末残高 1,160,586 1,317,548
 

 

当事業年度において、営業活動によるキャッシュ・フローは、トレーディング商品の増減や有価証券担保貸付金

及び有価証券担保借入金の増減、短期貸付金の増減などにより2,256億円の減少（前年度は229億円の減少）となり

ました。投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得による支出などにより155億円の減少（同196

億円の減少）となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減や長期借入れによる収入

及び長期借入金の返済による支出などにより3,982億円の増加（同694億円の増加）となりました。この結果、当事

業年度末の現金及び現金同等物の残高は、前年度末比1,569億円増加の1兆3,175億円となりました。

 

② 資本の財源及び流動性に係る情報

(ⅰ) 流動性の管理

＜財務の効率性と安定性の両立＞ 

当社は、多くの資産及び負債を用いて有価証券関連業務を中心としたビジネスを行っており、ビジネスを継

続する上で十分な流動性を効率的かつ安定的に確保することを資金調達の基本方針としております。

当社の資金調達手段には、社債、ミディアム・ターム・ノート、金融機関借入、コマーシャル・ペーパー、

コールマネー等の無担保調達、現先取引、レポ取引等の有担保調達があり、これらの多様な調達手段を適切に

組み合わせることにより、効率的かつ安定的な資金調達の実現を図っております。

財務の安定性という観点では、環境が大きく変動した場合においても、業務の継続に支障をきたすことのな

いよう、平時から安定的に資金を確保するよう努めております。特に近年においては、世界的金融危機及び信

用危機による不測の事態に備え、市場からの資金調達、金融機関からの借入等により、手元流動性の更なる積

み増しを行っております。同時に、危機発生等により、新規の資金調達及び既存資金の再調達が困難となる場

合も想定し、調達資金の償還期限及び調達先の分散を図っております。

また、当社の親会社である大和証券グループ本社を中心とする大和証券グループでは、グループ全体での適

正な流動性確保という基本方針の下、大和証券グループ本社が一元的に資金の流動性の管理・モニタリングを

行っております。その中で当社は、一定期間内に期日が到来する無担保調達資金及び同期間にストレスが発生

した場合の資金流出見込額に対し、様々なストレスシナリオを想定したうえで、それらをカバーする流動性

ポートフォリオが保持されていることを日次で確認しております。

なお、当社の親会社である大和証券グループ本社は、平成26年金融庁告示第61号による連結流動性カバレッ

ジ比率（以下、「LCR」という。）の最低基準（平成27年３月末から段階的に導入）の遵守が求められておりま

す。大和証券グループ本社の平成30年３月期第４四半期日次平均のLCRは146.6％となっており、上記金融庁告

示による要件を満たしております。

 

EDINET提出書類

大和証券株式会社(E06228)

有価証券報告書

18/91



 

＜コンティンジェンシー・ファンディング・プラン＞

当社は、流動性リスクへの対応の一環として、コンティンジェンシー・ファンディング・プランを策定して

おります。同プランは、信用力の低下等の内生的要因や金融市場の混乱等の外生的要因によるストレスの逼迫

度に応じた報告体制や資金調達手段の確保などの方針を定めており、これにより当社は機動的な対応により流

動性を確保する態勢を整備しております。

当社のコンティンジェンシー・ファンディング・プランは、変動する金融環境に機動的に対応するため、定

期的な見直しを行っております。

 

(ⅱ) 株主資本

当社が株式や債券、デリバディブ等のトレーディング取引、貸借取引、引受業務、ストラクチャード・ファ

イナンス、M&A、証券担保ローン等の有価証券関連業務を中心とした幅広い金融サービスを展開するためには、

十分な資本を確保する必要があります。当事業年度末の株主資本は、7,961億円（前事業年度末比360億円減）

となりました。資本金及び資本剰余金の合計は4,499億円であり、利益剰余金は当期純利益644億円を計上した

ほか、配当金1,004億円の支払いを行った結果、3,462億円（同360億円減）となりました。

 

４ 【経営上の重要な契約等】

   該当事項はありません。　　

 

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

つみたてNISAやファンドラップ、オンラインサービスの拡充などの投資を行いました。また、音声認識やAI（人工

知能）、RPA（注）などの技術を活用した生産性向上に対する取り組みを進めたほか、お客様に安心してお取引いただ

けるよう、お届出いただいたマイナンバーの管理やサイバーセキュリティ対策のさらなる強化などのためにIT関連投

資を行いました。　

また、店舗に関しては、香里園営業所、センター南営業所、ひばりヶ丘営業所、阿佐ヶ谷営業所、向ヶ丘遊園営業

所、大津営業所、前橋営業所及びときわ台営業所を新設しました。

(注)　RPA（Robotic Process Automation）：AI等の技術を活用することにより、オフィス業務などを自動化する技

術・仕組みのこと。
　

２ 【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は以下のとおりであります。

事業所名 所在地
セグメントの
名称

建物
帳簿価額
(百万円)

土地 合計
帳簿価額
(百万円)

従業員数
(人)

摘要
(注)帳簿価額

(百万円)
面積
(㎡)

本店 東京都千代田区 リテール
営業部門
 

国内ホール
セール部門

 
その他
 

― ― ― ― 2,775 賃借

大阪支店 大阪市北区 ― ― ― ― 294 賃借

名古屋支店
（注）２

名古屋市中区 ― ― ― ― 174 賃借

京都支店 京都市下京区

リテール
営業部門

― ― ― ― 123 賃借

横浜支店 横浜市中区 ― ― ― ― 69 賃借

横浜駅西口支店 横浜市西区 ― ― ― ― 106 賃借

渋谷支店 東京都渋谷区 ― ― ― ― 114 賃借

大宮支店 さいたま市大宮区 ― ― ― ― 81 賃借

千葉支店 千葉市中央区 ― ― ― ― 61 賃借

札幌支店 札幌市中央区 ― ― ― ― 92 賃借

仙台支店 仙台市青葉区 ― ― ― ― 65 賃借

難波支店 大阪市中央区 ― ― ― ― 61 賃借

名古屋駅前支店
（注）２

名古屋市中村区 ― ― ― ― 73 賃借

梅田支店 大阪市北区 ― ― ― ― 84 賃借

広島支店 広島市中区 ― ― ― ― 65 賃借

新宿支店 東京都新宿区 ― ― ― ― 94 賃借

池袋支店 東京都豊島区 ― ― ― ― 64 賃借

福岡支店 福岡市中央区 ― ― ― ― 103 賃借

銀座支店 東京都中央区 ― ― ― ― 57 賃借

静岡支店 静岡市葵区 ― ― ― ― 54 賃借

神戸支店 神戸市中央区 ― ― ― ― 98 賃借
 

(注) １　当事業年度における上記物件にかかる支払賃借料(建物及び構築物並びに設備等を含む)は、7,475百万円で

あります。

２　平成30年５月７日付で名古屋支店と名古屋駅前支店は統合しております。

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当事業年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。
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(1) 新設等

該当事項はありません。

 

(2) 除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 810,200

計 810,200
 

 

 

② 【発行済株式】

 

種類

事業年度末現在

発行数(株)

(平成30年３月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成30年６月28日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 810,200 810,200 ―

普通株式は全て譲渡制限株式

です。当該株式を譲渡により

取得する場合当社取締役会の

承認を要します。なお、当社

は単元株制度を採用しており

ません。

計 810,200 810,200 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年４月１日（注） 490,200 810,200 ― 100,000 ― 50,010
 

(注)　大和証券株式会社を吸収合併存続会社、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社を吸収合併消滅会社とする

吸収合併によるものであります。
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(5) 【所有者別状況】

（平成30年３月31日現在）

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数
(株)

― ― ― 810,200 ― ― ― 810,200 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―
 

(注)　単元株制度は採用しておりません。

 

(6) 【大株主の状況】

　（平成30年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社大和証券グループ本社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 810,200 100.00

計 － 810,200 100.00
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

 （平成30年３月31日現在）

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 810,200 810,200 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 810,200 ― ―

総株主の議決権 ― 810,200 ―
 

 

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社は、財政状態、収益状況及び今後の事業展開等を総合的に勘案し、業績を反映して剰余金の配当を行う方針

であります。

当社の剰余金の配当については、年１回の期末配当を基本方針としており、決定機関は株主総会であります。

 
　　　(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

　　　　決議年月日
　　　 配当金の総額
　　　　 (百万円)

　　 １株当たり配当額
　　　　　 (円)

平成30年６月20日 　　　　　　　　　64,436 　　　　　　　　　79,531
定時株主総会決議

 

 

４ 【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

 

５ 【役員の状況】

本書提出日現在の役員の状況は、次のとおりであります。

男性21名　女性２名　（役員のうち女性の比率8.7％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
会長

― 日比野　隆司 昭和30年９月27日生

昭和54年４月 大和証券㈱入社

平成14年４月 ㈱大和証券グループ本社　経営企

画部長

平成14年６月 大和証券エスエムビーシー㈱執行

役員　エクイティ担当

平成16年５月 ㈱大和証券グループ本社常務執行

役員　経営企画・人事・法務・秘

書担当　兼　人事部長

平成16年６月 同社取締役 兼 常務執行役

企画・人事・法務担当　

兼　人事部長

平成16年７月 同社　企画・人事・法務担当

平成17年４月 同社　企画・人事担当

平成19年４月 同社取締役　兼　専務執行役

平成20年７月 同社　企画・人事担当　兼　ホー

ルセール部門副担当

大和証券エスエムビーシー㈱専務

執行役員

平成21年４月 ㈱大和証券グループ本社取締役　

兼　執行役副社長

大和証券エスエムビーシー㈱代表

取締役副社長

平成23年４月 当社代表取締役社長

㈱大和証券グループ本社取締役　

兼　代表執行役社長

大和証券キャピタル・マーケッツ

㈱代表取締役社長

平成29年４月 当社代表取締役会長

㈱大和証券グループ本社取締役会

長　兼　執行役

〔主要な兼職〕 ㈱大和証券グループ本社取締役会

長　兼　執行役

㈱帝国ホテル社外取締役

(注①) ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

― 中田　誠司 昭和35年７月16日生

昭和58年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成17年４月 大和証券エスエムビーシー㈱　商

品戦略部長

平成18年４月 同社執行役員　企画担当

平成19年４月 ㈱大和証券グループ本社執行役　

企画副担当　兼　人事副担当　兼　

経営企画部長

平成20年10月 同社　企画副担当　兼　人事副担

当

平成21年４月 同社常務執行役

平成21年６月 同社取締役　兼　常務執行役

平成22年４月 ㈱大和証券グループ本社取締役

大和証券キャピタル・マーケッツ

㈱常務取締役　法人営業上席担当　

兼　事業法人上席担当　兼　法人

統括担当

平成22年６月 大和証券キャピタル・マーケッツ㈱

常務取締役　法人営業上席担当　

兼　事業法人上席担当　兼　法人

統括担当

平成23年４月 同社　事業法人上席担当　兼　法

人営業担当　兼　法人統括担当

平成24年４月 当社専務取締役　法人本部長

平成27年４月 当社　営業本部長

㈱大和証券グループ本社専務執行

役

平成28年４月 当社代表取締役副社長　営業管掌　

兼　プロダクト・ソリューション

管掌

㈱大和証券グループ本社代表執行

役副社長

平成28年６月 ㈱大和証券グループ本社取締役　

兼　代表執行役副社長

平成29年４月 当社代表取締役社長

㈱大和証券グループ本社取締役　

兼　代表執行役社長

〔主要な兼職〕 ㈱大和証券グループ本社取締役　

兼　代表執行役社長

(注①) ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
副社長

グローバ
ル・インベ
ストメン
ト・バンキ
ング管掌　

松井　敏浩 昭和37年４月27日生

昭和60年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成19年９月 ㈱大和証券グループ本社へ転籍

平成20年10月 同社　経営企画部長

平成21年４月 同社執行役　法務担当　兼　企画

副担当　兼　経営企画部長

平成22年４月 同社　企画副担当　兼　人事副担

当

平成23年４月 当社執行役員　企画担当

㈱大和証券グループ本社常務執行

役

平成24年１月 当社　企画担当　兼　ローン管理

担当

大和証券キャピタル・マーケッツ

㈱執行役員

平成24年４月 当社常務執行役員　企画担当　兼　

法務担当

平成26年４月 当社専務取締役　企画担当

㈱大和証券グループ本社専務執行

役

平成28年４月 当社　グローバル・インベストメ

ント・バンキング本部長

平成28年６月 ㈱大和証券グループ本社取締役　

兼　専務執行役

平成30年４月 当社代表取締役副社長　グローバ

ル・インベストメント・バンキング

管

掌　　　　　　　　　　　　　　　

㈱大和証券グループ本社取締役　

兼　代表執行役副社長

〔主要な兼職〕 ㈱大和証券グループ本社取締役　

兼　代表執行役副社長

(注①) ―

代表取締役
副社長

法人本部長　
兼　法人営業
担当

髙橋　一夫 昭和35年１月８日生

昭和57年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成13年４月 当社　下関支店長

平成15年２月 大和証券エスエムビーシー㈱　事

業法人第二部長

平成17年４月 同社　金融法人部長

平成19年４月 同社執行役員　法人営業担当

平成20年４月 同社　金融法人担当

平成21年４月 同社　金融法人担当　兼　金融・

公共ソリューション副担当

平成21年10月 同社　金融法人担当

平成22年４月

 

大和証券キャピタル・マーケッツ㈱

常務執行役員　金融・公共法人 担

当

平成24年４月 当社常務取締役　金融・公共法人

担当

平成25年４月 当社専務取締役

平成27年４月 当社　法人本部長

平成29年４月 当社代表取締役副社長　法人本部

長　兼　法人営業担当

㈱大和証券グループ本社執行役副

社長

平成29年６月 ㈱大和証券グループ本社取締役　

兼　執行役副社長

〔主要な兼職〕 ㈱大和証券グループ本社取締役　

兼　執行役副社長

(注①) ―

 

 

EDINET提出書類

大和証券株式会社(E06228)

有価証券報告書

26/91



 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役　
副社長

グローバル・
マーケッツ本
部長

松下　浩一 昭和34年８月31日生

昭和59年４月 大和証券㈱入社

平成15年６月 当社へ転籍　

平成18年12月 当社　近畿グループマネージャー　

兼　京都支店長　兼　京都支店上

席コンサルタント部長

平成20年４月 当社執行役員　企画・人事担当　

兼　経営企画部長

平成20年10月 当社　商品担当　兼　PTS担当

平成21年４月 当社　商品担当

平成23年４月 当社　秘書室長

㈱大和証券グループ本社常務執行

役

大和証券キャピタル・マーケッツ

㈱執行役員

平成23年７月 当社　総務担当　兼　秘書室長

平成24年４月 当社常務執行役員　広報・IR担当　

兼　メンタルヘルスサポート担当　

兼　総務担当　兼　秘書室長

平成24年10月 当社　広報・IR担当　兼　メンタ

ルヘルスサポート担当　兼　総務

担当

平成25年４月 当社　秘書担当 兼 広報・IR担当　

兼　メンタルヘルスサポート担当 

兼 総務担当

平成26年４月 当社代表取締役専務取締役　コン

プライアンス担当

㈱大和証券グループ本社専務執行

役員

平成27年４月 当社専務取締役　グローバル・マー

ケッツ副本部長

平成28年４月 当社　グローバル・マーケッツ本

部長

㈱大和証券グループ本社専務執行

役員

平成30年４月 当社代表取締役副社長

㈱大和証券グループ本社執行役副社

長

平成30年６月 ㈱大和証券グループ本社取締役

兼　執行役副社長

〔主要な兼職〕 ㈱大和証券グループ本社取締役

兼　執行役副社長

(注①) ―

代表取締役　
専務取締役

コンプライア
ンス担当　

長瀬　吉昌 昭和32年11月３日生

昭和56年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 当社へ転籍

平成11年７月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成17年４月 大和証券エスエムビーシー㈱　事

業法人第三部長

平成18年４月 同社執行役員　名古屋支店担当　

兼　名古屋支店長

平成20年９月 同社 国際業務企画担当　兼　企画

担当

平成21年４月 同社常務執行役員　企画担当　兼　

国際業務企画副担当

平成21年12月 同社　企画担当　兼　国際業務企

画副担当　兼　アジア特別副担当

平成22年４月 大和証券キャピタル・マーケッツ㈱

常務執行役員

国際企画上席担当　兼　企画担当　

兼　アジア特別副担当

平成22年12月 同社　国際企画上席担当　兼　企

画担当　兼　内部監査副担当

平成23年４月 当社常務取締役　営業副本部長　

兼　法人担当

平成24年４月 当社　営業副本部長

平成25年４月 当社専務取締役 プロダクト・ソ

リューション本部長

平成27年４月 当社代表取締役専務取締役　コン

プライアンス担当

㈱大和証券グループ本社専務執行

役員

(注①) ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

専務取締役
プロダクト・
ソリューショ
ン本部長

相澤　淳一 昭和35年８月14日生

昭和59年４月 ㈱精工舎入社

平成元年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 当社へ転籍

平成19年４月 当社　横浜駅西口支店長

平成21年４月 当社執行役員　プライベートバン

キング担当　兼　ローンビジネス

担当　兼　SMA担当

平成23年４月 当社 ウェルスマネジメント担当　

兼　SMA担当

平成24年４月 当社常務執行役員　プロダクト・

ソリューション担当

平成25年４月 当社常務取締役　グローバル・マー

ケッツ副本部長

平成27年４月 当社専務取締役　プロダクト・ソ

リューション本部長

(注①) ―

専務取締役 企業公開担当 丸尾　浩一 昭和35年８月17日生

昭和59年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月

 

大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成20年４月 大和証券エスエムビーシー㈱　事

業法人第六部長

平成21年４月 同社執行役員　事業法人担当

平成24年４月

 

当社常務執行役員　事業法人担当　

兼　法人企画担当

平成25年２月

 

当社　事業法人担当　兼　法人企

画担当　兼　法人統括部長

平成25年４月 当社常務取締役　事業法人担当　

兼　法人企画担当

平成27年４月 当社専務取締役　法人副本部長　

兼　事業法人担当　兼　法人企画

担当

平成28年４月 当社　法人副本部長　兼　大阪法

人担当

平成30年４月 当社　企業公開担当

(注①) ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

専務取締役

グローバル・
インベストメ
ント・バンキ
ング本部長

赤井　雄一 昭和36年５月２日生

昭和59年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月

 

大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成19年４月 大和証券エスエムビーシー㈱　企

業提携戦略部長

平成20年４月 同社執行役員　M&A担当

平成21年４月 同社　アジア・オセアニア担当

大和証券エスエムビーシーシンガ

ポールリミテッド会長

大和証券エスエムビーシー香港リ

ミテッド副会長

平成23年４月 大和証券キャピタル・マーケッツ

㈱　アジア・オセアニア副担当

平成23年10月 同社　グローバル・インベストメ

ント・バンキング担当　兼　法人

統括担当

平成24年４月 当社常務執行役員　グローバル・

インベストメント・バンキング担

当　兼　法人企画担当

平成27年４月 当社常務取締役

平成28年４月 当社専務取締役

平成30年４月 当社　グローバル・ インベストメ

ント・バンキング本部長

(注①) ―

専務取締役 海外担当 田代　桂子 昭和38年８月５日生

昭和61年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月

 

大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成11年７月 ㈱大和証券グループ本社へ転籍

平成17年９月 当社　ダイレクト企画部長

平成21年４月 当社執行役員　PTS担当　兼　ダイ

レクト担当

平成21年６月 当社　オンライン商品担当　兼　

ダイレクト担当

平成23年４月 大和証券キャピタル・マーケッツ

㈱執行役員 金融市場担当

平成24年４月 当社執行役員 金融市場担当

平成25年４月 ㈱大和証券グループ本社常務執行

役員　米州担当

大和証券キャピタル・マーケッツ

アメリカホールディングスInc.会長

平成25年７月 大和証券キャピタル・マーケッツ

アメリカInc.会長

平成26年４月 ㈱大和証券グループ本社常務執行

役　海外副担当（米州担当）

平成26年６月 同社取締役　兼　常務執行役

平成28年４月 当社専務取締役　海外担当

㈱大和証券グループ本社取締役

兼　専務執行役

[主要な兼職] ㈱大和証券グループ本社取締役

兼　専務執行役

(注①) ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

専務取締役 営業本部長 川上　進次 昭和37年10月１日生

昭和60年４月 大和証券㈱入社

平成11年12月 当社へ転籍

平成21年10月 当社　広島支店長

平成22年４月

 

当社執行役員　営業担当　兼　広

島支店長

平成23年４月 当社　営業企画担当

平成25年４月

 

当社常務執行役員　営業企画担当　

兼　ダイレクト担当

平成26年４月 当社　営業担当

平成28年４月 当社専務取締役　営業副本部長　

兼　営業担当

平成29年４月 当社　営業本部長

(注①) ―

専務取締役
財務担当　
兼　海外副担

当
小松　幹太 昭和37年10月12日生

昭和60年４月 大和証券㈱入社

平成14年２月 大和証券エスエムビーシー㈱へ転籍

平成15年２月 ㈱大和証券グループ本社へ転籍

平成20年10月 大和証券エスエムビーシー㈱へ転

籍（大和証券エスエムビーシー

ヨーロッパリミテッド社長）

平成22年４月 大和証券キャピタル・マーケッツ㈱

執行役員　国際企画担当　兼　 国

際企画部長

平成22年10月 同社　国際企画担当　兼　企画副

担当

平成22年12月 同社　国際企画担当　兼　企画副

担当　兼　アジア特別副担当

平成23年４月 当社執行役員　財務担当

㈱大和証券グループ本社執行役員

大和証券キャピタル・マーケッツ

㈱執行役員

平成24年４月 大和リアル・エステート・アセッ

ト・マネジメント㈱取締役

平成25年４月 当社常務執行役員

㈱大和証券グループ本社常務執行

役

平成27年４月 当社　財務担当　兼　海外担当

平成28年４月 当社専務取締役　財務担当　兼　

海外副担当

㈱大和証券グループ本社専務執行

役

平成28年６月 ㈱大和証券グループ本社取締役

兼　専務執行役

[主要な兼職] ㈱大和証券グループ本社取締役

兼　専務執行役

大和リアル・エステート・アセッ

ト・マネジメント㈱取締役

(注①) ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

専務取締役
業務・システ
ム担当

中川　雅久 昭和37年６月10日生

昭和62年４月 大和証券㈱入社

平成16年２月 当社へ転籍

平成21年４月 当社　大宮支店長

平成22年４月 当社執行役員　業務・システム担

当　兼　制度ビジネス担当

平成23年４月 当社執行役員　ローン管理担当　

兼　業務・システム担当

㈱大和証券グループ本社執行役員

大和証券キャピタル・マーケッツ

㈱執行役員

平成24年１月 当社　業務・システム担当

平成25年４月 当社常務執行役員

㈱大和証券グループ本社常務執行

役員

平成28年４月 当社常務取締役

㈱大和証券グループ本社常務執行

役

平成29年４月 当社専務取締役

㈱大和証券グループ本社専務執行

役

(注①) ―

専務取締役 金融市場担当 坂島　忠夫 昭和33年10月26日生

昭和57年４月 大和証券㈱入社

昭和63年１月 大和投資顧問㈱へ転籍

平成４年１月 大和証券投資信託委託㈱へ転籍

平成５年２月 大和証券㈱へ転籍

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成15年１月 あすかアセットマネジメントリミ

テッド㈱

平成17年９月 当社　投資顧問室

平成21年10月 大和証券エスエムビーシー㈱参与　

金融市場副担当

平成23年４月 大和証券キャピタル・マーケッツ

㈱執行役員　金融市場副担当

平成24年４月 当社執行役員　金融市場副担当

平成25年４月 当社常務執行役員　金融市場担当

平成28年４月 当社常務取締役

平成29年４月 当社専務取締役

(注①) ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

専務取締役

グローバル・
インベストメ
ント・バンキ
ング担当

小林　昭広 昭和39年３月30日生

昭和61年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成19年10月 同社　経営企画部長

平成23年４月 同社執行役員　グローバル・イン

ベストメント・バンキング副担当

平成23年７月 同社　法人統括担当　兼　グロー

バル・インベストメント・バンキ

ング副担当

平成23年10月 同社　グローバル・インベストメ

ント・バンキング副担当

平成24年４月 当社執行役員　グローバル・イン

ベストメント・バンキング副担当

平成26年４月 当社常務執行役員

平成29年４月 当社常務取締役

平成30年４月 当社専務取締役　グローバル・イン

ベストメント・バンキング担当

(注①) ―

常務取締役
エクイティ担
当　兼　リ
サーチ担当

夏目　景輔 昭和36年９月10日生

昭和61年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成20年10月 同社　グローバル・エクイティ・

トレーディング部長

平成23年４月 同社執行役員　グローバル・エク

イティ・プロダクト担当

平成24年４月 当社執行役員　エクイティ副担当

平成25年４月 当社　エクイティ担当　兼　リサー

チ担当

平成26年４月 当社常務執行役員

平成29年４月 当社常務取締役

(注①) ―

常務取締役 営業担当 上村　博美 昭和38年８月14日生

昭和61年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 当社へ転籍

平成22年４月 当社　京都支店長

平成23年４月 当社執行役員　営業担当　兼　京

都支店長

平成25年４月 当社　プロダクト・ソリューショ

ン担当

平成26年４月 当社常務執行役員　プライベート

バンキング担当　兼　ダイレクト

担当

平成28年４月 当社　営業担当

平成29年４月 当社常務取締役

(注①) ―

常務取締役
事業法人担
当　兼　法人
企画担当

松本　好仙 昭和40年１月９日生

昭和62年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成22年１月 同社　事業法人第二部長

平成24年４月 当社執行役員　事業法人担当

平成27年４月 当社常務執行役員

平成28年４月 当社　事業法人担当　兼　法人企画

担当

平成30年４月 当社常務取締役

(注①) ―

常務取締役 大阪法人担当 辻本　将孝 昭和37年１月22日生

昭和61年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成24年４月 当社　名古屋法人担当役員付部長

平成25年４月 当社執行役員　名古屋法人担当

平成28年４月 当社常務執行役員

平成30年４月 当社常務取締役　大阪法人担当

(注①) ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役
（常勤）

― 髙見　秀三 昭和35年８月５日生

昭和58年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成12年２月 当社へ転籍

平成22年10月 当社　岡山支店長

平成24年４月 当社参与　法人営業担当

平成25年４月 当社　金融市場副担当

平成26年４月 当社顧問

平成26年６月 当社監査役

(注④) ―

監査役
（常勤）

― 赤岩　純行 昭和36年１月25日生

昭和59年４月 大和証券㈱入社

平成11年10月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成23年10月 大和企業投資㈱へ転籍

平成24年１月 同社　投資企画部長

平成24年４月 同社取締役　管理本部長　兼　投

資企画部長

平成24年10月 同社　管理本部長

平成25年５月 同社　投資本部長

平成26年10月 ㈱大和ファンド・コンサルティン

グ取締役　兼　ファンド評価本部

長

平成27年４月 同社　ファンド評価本部担当

平成28年４月 同社常務取締役　資産運用ソリュー

ション本部担当

平成29年４月 当社監査役

(注③) ―

監査役
（非常勤）

― 松田　守正 昭和40年７月26日生

平成元年４月 大和証券㈱入社

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マー

ケッツ㈱へ転籍

平成12年６月 ㈱大和証券グループ本社へ転籍

平成15年２月 大和証券エスエムビーシー㈱へ転

籍

平成23年４月 ㈱大和証券グループ本社へ転籍

平成25年４月 当社　内部監査部長

㈱大和証券グループ本社　内部監

査部長

平成28年４月 当社監査役

㈱大和証券グループ本社執行役員

㈱大和総研ビジネス・イノベーショ

ン監査役

大和リアル・エステート・アセッ

ト・マネジメント㈱監査役

平成28年６月 ㈱大和証券グループ本社取締役

平成29年６月 大和証券投資信託委託㈱監査役

〔主要な兼職〕 ㈱大和証券グループ本社取締役

大和証券投資信託委託㈱監査役

㈱大和総研ビジネス・イノベーショ

ン監査役

大和リアル・エステート・アセッ

ト・マネジメント㈱監査役

(注②) ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役
（非常勤）

― 大林　宏 昭和22年６月17日生

昭和45年４月 司法修習生

昭和47年４月 東京地検検事

平成２年４月 札幌地検公判部長

平成３年４月 札幌地検刑事部長

平成７年４月 札幌地検次席検事

平成８年４月 東京高検検事

平成９年６月 法務大臣官房審議官（入国管理局

担当）

平成11年７月 最高検検事

平成12年２月 松山地検検事正

平成13年５月 法務省保護局長

平成14年１月 法務省大臣官房長

平成16年６月 法務省刑事局長

平成18年６月 法務事務次官

平成19年７月 札幌高検検事長

平成20年７月 東京高検検事長

平成22年６月 検事総長

平成22年12月 検事総長退官

平成23年４月 当社監査役

(注①) ―

計  ―
 

 
 
 

　
(注) ①　平成31年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

②　平成32年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
③　平成33年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
④　平成34年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
⑤　監査役赤岩純行及び監査役大林宏は、社外監査役であります。
⑥　当社は、執行役員制度を導入しております。本書提出日現在の執行役員の構成は以下のとおりであります。
なお、取締役を兼務する執行役員はおりません。
　　　常務執行役員　10名
　　　執行役員　　　22名
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、金融商品取引市場の仲介者として社会的責任を認識し、法令諸規則の遵守及び内部管理態勢の確立を経

営の最重要課題の一つとして位置づけ、その実践に取組んでおります。当社は、金融商品取引法による規制を受け

ている金融商品取引業者であり、かつ、特別金融商品取引業者に該当します。また、大和証券グループ本社は、特

別金融商品取引業者である当社の最終指定親会社として、金融商品取引法に基づく連結ベースでの規制・監督の対

象とされていることから、グループとしての経営管理態勢を構築しています。

 

② 会社の機関の内容

＜株主総会＞

株主総会は、当社の最高意思決定機関として、法令又は定款に定められた事項の決定を行います。

 

＜取締役会＞

取締役会は、取締役会長１名、取締役社長１名、取締役副社長３名、専務取締役10名、常務取締役４名の計19

名で構成されております。なお、当社の取締役は20名以内とする旨を定款にて定めております。

取締役会は、経営の基本方針や経営に関する意思決定を行う常設の機関であります。取締役会は、会社の経営

上の重要事項の意思決定及び業務執行の監督機関として、経営の妥当性、効率性及び公正性等について適宜審議

し、法令、定款及び取締役会規則に定められた事項並びに重要な業務に関する事項を決議しており、定時取締役

会は原則として毎月１回、その他必要ある場合には臨時取締役会を開催しております。

 

＜監査役会＞

監査役会は、社外監査役２名を含む監査役４名で構成され、うち２名が常勤監査役であり、原則として毎月１

回開催しております。

監査役の職務は、取締役の職務執行の監査であります。各監査役は、取締役会のほか、重要会議への出席、重

要書類の閲覧、代表取締役との意見交換、役職員からの報告聴取等を実施し、実効的な監査環境の整備に努めて

おります。

　監査役会は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、内部監査部門及

び会計監査人とも連携して監査を行い、その結果について監査役会で報告、協議をしております。平成29年度

は、①お客様第一の業務運営の実践状況、②内部統制の整備・運用状況、③各部門のアクションプランの取組み

状況を重点課題として、監査を行いました。

なお、監査役会の業務を補佐する専任部署として監査役室を設置しております。

 

＜経営会議＞

経営会議は、経営の基本計画、収支・設備等の全社に関わる予算、その他全般的運営方針に関する事項及びこ

れらに係る事項に関し取締役会に付議提案すべき事項について審議・決定する常設の会議体として設置しており

ます。

経営会議は、取締役で構成されており、原則として毎月１回開催しております。

 

＜執行役員会議＞

執行役員会議は、経営会議の分科会として、営業全般の推進に関する具体的方針・計画・施策等に関する事項

及びこれらに係る事項について審議・決定するとともに、事業活動全般に関し取締役及び執行役員が共有すべき

情報の報告を行う常設の会議体として設置しております。

執行役員会議は、代表取締役の協議により選定された取締役及び執行役員で構成されており、原則として毎月

１回開催しております。なお、当社の執行役員は、業務執行における意思決定の迅速化を図るため、執行役員規

程に基づき選任された者であり、各部門の執行権限及び責任を委譲された者であります。
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＜法務監査会議＞

法務監査会議は、当社における法令等の遵守、企業倫理の確立、内部管理等に係る事項に関し、取締役会に付

議提案すべき事項並びに全般的方針、具体的施策等について審議・決定を行う会議体として設置しております。

法務監査会議は、代表取締役の協議により選定された取締役及び執行役員で構成されており、原則として毎月

１回開催しております。

 
＜リスクマネジメント会議＞

リスクマネジメント会議は、当社の行う金融商品取引業務等に関わる市場リスク、信用リスク、流動性リス

ク、オペレーショナルリスクの管理及び規制資本管理に係る具体的方針、計画及び施策等並びにこれらに係る事

項に関し、取締役会に付議提案すべき事項について審議・決定する会議体として設置しております。

リスクマネジメント会議は、取締役社長を議長として、代表取締役の協議により選定された取締役及び執行役

員で構成されており、原則として３ヶ月に１回開催しております。

 
＜内部監査会議＞

内部監査会議は、取締役社長直轄の内部監査機関として、当社の業務運営、内部監査態勢及び内部統制の適切

性・有効性を確保することを目的に、当社の業務に係る内部監査態勢の整備及び内部統制の検証に関する事項に

ついて審議・決定しております。

内部監査会議は、取締役社長を議長として、代表取締役の協議により選定された取締役及び執行役員で構成さ

れており、原則として２ヶ月に１回開催しております。

 
③ 内部統制態勢の整備の状況

大和証券グループでは、業務を健全かつ適切に遂行できる内部統制態勢の維持は経営者の責任であるとの認識

に立って、グループの事業に係る各種の主要なリスクについて大和証券グループ本社を中心とする管理態勢を構

築し、業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令等の遵守、資産の保全等を図ってお

ります。また、健全かつ効率的な内部統制態勢の構築を通じてグループの価値が高められるとの認識に基づき、

内部監査はその中で重要な機能を担うものと位置付け、大和証券グループ本社において、専任の内部監査担当執

行役を置き、他の部署から独立した内部監査部が内部統制態勢を検証しております。

当社においても、当社及び大和証券グループにおける業務の適正性を確保するために、グローバルな金融商品

取引業者としての法令遵守及びリスク管理等を含む内部管理態勢を構築するとともに、内部統制態勢を検証し業

務の適切な運営の確保に資する内部監査態勢を構築しております。

　また、当社の子会社の業務の適正を確保するための体制の整備を目的として、子会社等の運営管理に関する規

程を制定し、子会社の取締役等の職務の執行に係る事項のうち当社の承認又は報告を要する事項の明確化等を

行っております。

　

＜コンプライアンス部門＞

当社は、金融商品取引市場の仲介者としての社会的責任を認識し、法令諸規則を遵守した業務活動を実践する

ために、内部管理態勢の一層の強化に努めております。

内部管理態勢の強化はコンプライアンス部門が所管しており、全営業部店及び本部部署に配置された内部管理

責任者と連携して「お客様第一」に基づく適切な勧誘が行われるようモニタリングと指導を行うなど、営業品質

の改善と法令諸規則違反等の未然防止に努めております。

また、コンプライアンス部門では、毎年コンプライアンス・プログラムを策定し、役職員による法令諸規則の

遵守に関する具体的な実践計画として周知しております。そして、コンプライアンスの実践を図るためのツール

として、コンプライアンス・マニュアルを整備し、全役職員が閲覧できる状態にするとともに、社内放送、各種

研修、テスト等を通じ、コンプライアンス意識の醸成を図っております。

一方、現場で自浄作用が働く態勢の構築を目的として、全部室店で毎月自主点検を行い、業務の適正性を検証

しております。さらに、各営業店では毎月コンプライアンス会議を開催し、支店長が議長となって自店の問題点

の具体的解決に向けた討議や法令諸規則遵守に係る各種指導を行っております。本部部署においても、ライン部

室長と内部管理責任者が連携し、業務特性に応じたコンプライアンスに関する各種研修や注意喚起を恒常的に行

うなど、内部管理態勢の強化に取り組むとともに、市場のゲートキーパーとしての適正な機能発揮に努めており

ます。
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コンプライアンス部門では、こうした活動を通じて全役職員が法令諸規則・ルールの趣旨や背景といった「本

質」を理解するよう意識の醸成を図るとともに、「３つの防衛線」に基づくリスク管理の考え方の浸透を図って

おります。そして、違反行為の未然防止と早期発見、お客様からの苦情に関する調査・対応、お客様の個人情

報・当社情報資産の管理と取扱いに関する指導・教育、不公正取引や反社会的勢力の排除、マネーロンダリング

及びテロ資金供与対策等に取り組んでおります。

 

＜内部監査部門＞

内部監査部は、リスクベースでの内部監査を実施し、当社の内部統制態勢の適切性・有効性の検証及び監査結

果に基づく内部統制態勢の改善提言を行っております。当社においてはグローバルな金融商品取引業者としての

法令遵守態勢、リスク管理態勢にも留意して、内部監査を行っております。

当社は、監査対象から独立した内部監査担当役員と内部監査部を置いて、リスク評価を行い、事業年度毎に、

大和証券グループ本社の内部監査部が中心となり作成した大和証券グループの内部監査に関する共通の方針及び

リスクベースの監査計画に基づき、内部監査計画を策定し、これに基づいて内部監査を実施しております。内部

監査部が立案した内部監査計画の承認及び内部監査結果の報告は内部監査会議で行います。なお、内部監査計画

は監査役会の同意を得るものとしております。

また、内部監査部は監査を適切かつ効率的に進めるため、監査役及び会計監査人との連絡、調整を行っており

ます。

 

＜会計監査人＞

業務を担当した公認会計士、補助者の状況は以下のとおりです。

業務を執行した公認会計士　　髙波博之、貞廣篤典、間瀬友未（いずれも公認会計士法第34条の10の５に　

　　　　　　　　　　　　　　基づく、所属監査法人の指定有限責任社員です。）

所属監査法人　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

監査業務にかかる補助者　　　公認会計士６名、公認会計士試験合格者等２名、その他15名

なお、業務を執行した公認会計士の継続監査年数は、いずれも７年以内です。

 

④ リスク管理体制の整備の状況

当社は、親会社である大和証券グループ本社が定めたグループのリスク管理の基本方針に基づき、取締役会で

リスク管理規程を定めています。

また、リスク管理を専門的に扱う会議体であるリスクマネジメント会議を設置し、リスク管理に係る具体的な

方針、計画及び施策等を審議・決定するとともに、他の部署から独立してリスク管理を行う部署を設置し、適切

なリスク管理を行うことができる体制を整備しております。

当社は、リスク管理規程において市場リスク、信用リスク、流動性リスク及びオペレーショナルリスクを管理

すべきリスクとして定めており、各リスクの管理担当部署は関連規程を整備し、各業務のリスク特性や規模に応

じたリスク管理を行っております。

 

＜市場リスク＞

市場リスクとは、株式・金利・為替・コモディティ等の相場が変動することにより、損失を被るリスクです。

当社のトレーディング業務では、損益変動の抑制のために適宜ヘッジを実施していますが、ストレス時には

ヘッジが有効に機能しなくなる可能性があるため、財務状況や対象部門のビジネスプラン・予算等を勘案した上

で、VaR（一定の信頼水準のもとでの最大予想損失額）及び各種ストレステストによる損失見積りが自己資本の範

囲内に収まるように、それぞれ限度枠を設定しています。その他、ポジション、感応度等にも限度枠を設定して

おります。当社のリスク管理部署では市場リスクの状況をモニタリングし、経営陣に日次で報告しております。
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＜信用リスク＞

信用リスクとは、金融取引の取引先や保有する金融商品の発行体のデフォルト、あるいは信用力の変化等によ

り損失を被るリスクです。

当社のトレーディング業務における信用リスクには取引先リスクと発行体リスクがあります。取引先リスクに

ついては、当社が一取引先グループに対して許容できる与信相当額の上限を設定し、定期的にモニタリングして

います。また、マーケットメイクにより保有する金融商品の発行体リスクについてはリスク量をモニタリングし

ています。

 

＜流動性リスク＞

流動性リスクとは、市場環境の変化、当社の財務内容の悪化などにより資金繰りに支障をきたすリスク、ある

いは通常よりも著しく高いコストでの資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスクです。本項につき

ましては、「第２　事業の状況　３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　

（4）当事業年度のキャッシュ・フローの状況の分析　② 資本の財源及び流動性に係る情報」をご覧下さい。

 

＜オペレーショナルリスク＞

オペレーショナルリスクとは、内部プロセス・人・システムが不適切であることもしくは機能しないこと、又

は外生的事象が生起することから生じる損失に係るリスクです。当社では、オペレーショナルリスクを事務リス

ク、システムリスク、情報セキュリティリスク、コンプライアンスリスク、リーガルリスク、人的リスク、有形

資産リスクに分類し、各リスクを所管する部署を定めて管理しています。

業務の高度化・多様化、システム化の進展等に伴い様々なリスクが生じており、オペレーショナルリスク管理

の重要性は年々高まっています。

当社ではRCSA（リスク・コントロール・セルフアセスメント）を実施する等、適切なオペレーショナルリスク

管理を行っております。加えて、権限の厳正化、人為的ミス削減のための事務処理の機械化、業務マニュアルの

整備等の必要な対策を講じており、オペレーショナルリスクの削減に努めております。

 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係

当社に社外取締役はおりません。また、社外監査役は２名選任しております。

社外監査役との間に人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

また、当社は、社外監査役大林宏との間で、会社法第423条第１項の責任を限定する契約を締結しており、当該契

約に基づく賠償責任限度額は、金1,000万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額と

なります。

 

⑥ 役員報酬の内容

         区分
取締役 監査役

支給人員
(人)

支給額
(百万円)

支給人員
(人)

支給額
(百万円)

報酬の額 19 670 4 52
 

 

⑦ 取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

144 16 142 16
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

 (前事業年度）

該当事項はありません。

 

（当事業年度）

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前事業年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としては、主なものとして顧客資産の

分別管理の法令遵守に関する保証業務などがあります。

 

（当事業年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としては、主なものとして顧客資産の

分別管理の法令遵守に関する保証業務などがあります。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。

なお、監査計画の妥当性については、監査役会により検証が行われております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号) 並びに同規

則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年内閣府令第52号)及び「有価証券関連業

経理の統一に関する規則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則)に準拠して作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成29年４月１日から平成30年３月31日ま

で)の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、連結財務諸表は作成しておりません。

 

４ 財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、以下のとおり財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

  会計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等への変更等について的確に対応することができる体制を整備す

るため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。また、公益財団法人財務会計基準機構や監査法人等の

開催するセミナーに参加しております。
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１ 【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金・預金 1,160,586 1,314,548

  預託金 315,582 327,069

  有価証券 - 3,000

  トレーディング商品 ※3  4,655,238 ※3  5,163,208

   商品有価証券等 1,964,078 2,668,054

   デリバティブ取引 2,691,160 2,495,153

  約定見返勘定 40,133 -

  信用取引資産 197,799 256,387

   信用取引貸付金 169,835 224,933

   信用取引借証券担保金 27,964 31,453

  有価証券担保貸付金 3,172,997 3,811,926

   借入有価証券担保金 2,848,793 3,686,573

   現先取引貸付金 324,204 125,353

  立替金 26,168 17,341

  短期差入保証金 329,863 307,890

  短期貸付金 240,957 320,901

  未収収益 20,854 24,047

  繰延税金資産 9,628 9,503

  その他の流動資産 8,201 21,581

  貸倒引当金 △432 △149

  流動資産計 10,177,581 11,577,256

 固定資産   

  有形固定資産 3,497 3,082

   器具備品 ※2  2,531 ※2  2,285

   その他 ※2  966 ※2  797

  無形固定資産 57,738 65,670

   ソフトウエア 44,050 41,129

   その他 13,688 24,541

  投資その他の資産 47,008 37,546

   投資有価証券 23,267 14,444

   関係会社株式 1,135 1,135

   長期貸付金 4,874 4,874

   長期差入保証金 15,147 15,298

   その他 5,499 4,708

   貸倒引当金 △2,915 △2,914

  固定資産計 108,244 106,299

 資産合計 10,285,825 11,683,555
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  トレーディング商品 3,529,438 3,850,445

   商品有価証券等 1,135,654 1,651,658

   デリバティブ取引 2,393,784 2,198,787

  約定見返勘定 - 329,873

  信用取引負債 61,467 70,598

   信用取引借入金 2,254 2,347

   信用取引貸証券受入金 59,213 68,251

  有価証券担保借入金 2,673,924 2,920,274

   有価証券貸借取引受入金 1,457,755 1,724,185

   現先取引借入金 1,216,168 1,196,088

  預り金 231,667 220,041

  受入保証金 392,430 413,997

  短期借入金 ※1,※3  1,167,379 ※1,※3  1,242,432

  コマーシャル・ペーパー - 105,000

  1年内償還予定の社債 121,860 185,558

  未払金 6,732 30,302

  未払費用 12,224 16,110

  未払法人税等 11,251 5,025

  賞与引当金 14,903 16,584

  その他の流動負債 4,282 15,546

  流動負債計 8,227,562 9,421,792

 固定負債   

  社債 594,350 583,323

  長期借入金 ※1,※6  585,296 ※1,※6  838,156

  繰延税金負債 2,329 654

  退職給付引当金 29,052 30,477

  訴訟損失引当金 1,857 1,968

  その他の固定負債 2,268 2,228

  固定負債計 1,215,153 1,456,809

 特別法上の準備金   

  金融商品取引責任準備金 3,915 3,931

  特別法上の準備金計 ※7  3,915 ※7  3,931

 負債合計 9,446,631 10,882,533
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100,000 100,000

  資本剰余金   

   資本準備金 50,010 50,010

   その他資本剰余金 299,910 299,910

   資本剰余金合計 349,920 349,920

  利益剰余金   

   利益準備金 2,430 2,430

   その他利益剰余金 379,848 343,819

    繰越利益剰余金 379,848 343,819

   利益剰余金合計 382,278 346,249

  株主資本合計 832,198 796,169

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 6,995 4,852

  評価・換算差額等合計 6,995 4,852

 純資産合計 839,193 801,022

負債・純資産合計 10,285,825 11,683,555
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業収益   

 受入手数料 181,235 209,183

  委託手数料 44,652 56,205

  
引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

27,535 28,259

  
募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

33,477 45,357

  その他の受入手数料 75,569 79,361

 トレーディング損益 116,273 99,962

 金融収益 37,402 49,689

 営業収益計 334,911 358,835

金融費用 20,808 32,742

純営業収益 314,102 326,092

販売費・一般管理費   

 取引関係費 39,456 41,015

 人件費 ※1  99,719 ※1  102,746

 不動産関係費 24,048 24,833

 事務費 44,133 46,506

 減価償却費 15,666 16,371

 租税公課 4,671 4,575

 その他 3,991 4,488

 販売費・一般管理費計 231,688 240,538

営業利益 82,414 85,554

営業外収益   

 受取配当金 353 325

 その他 2,933 1,619

 営業外収益計 3,287 1,945

営業外費用   

 その他 467 835

 営業外費用計 467 835

経常利益 85,234 86,664
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           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 3,699

 訴訟損失引当金戻入額 158 -

 金融商品取引責任準備金戻入 0 -

 償却債権取立益 - 481

 移転補償金 - 688

 特別利益計 159 4,868

特別損失   

 固定資産除売却損 - 172

 金融商品取引責任準備金繰入れ - 16

 移転関連費用 - ※2  2,034

 その他 - 171

 特別損失計 - 2,395

税引前当期純利益 85,393 89,138

法人税、住民税及び事業税 26,804 25,289

法人税等調整額 128 △587

法人税等合計 26,932 24,701

当期純利益 58,461 64,436
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他

利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 50,010 299,910 349,920 2,430 321,387 323,817

当期変動額        

当期純利益      58,461 58,461

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 58,461 58,461

当期末残高 100,000 50,010 299,910 349,920 2,430 379,848 382,278
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 773,737 7,426 7,426 781,164

当期変動額     

当期純利益 58,461   58,461

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
 △431 △431 △431

当期変動額合計 58,461 △431 △431 58,029

当期末残高 832,198 6,995 6,995 839,193
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 当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他

利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 50,010 299,910 349,920 2,430 379,848 382,278

当期変動額        

剰余金の配当      △100,464 △100,464

当期純利益      64,436 64,436

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △36,028 △36,028

当期末残高 100,000 50,010 299,910 349,920 2,430 343,819 346,249
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 832,198 6,995 6,995 839,193

当期変動額     

剰余金の配当 △100,464   △100,464

当期純利益 64,436   64,436

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
 △2,143 △2,143 △2,143

当期変動額合計 △36,028 △2,143 △2,143 △38,171

当期末残高 796,169 4,852 4,852 801,022
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 85,393 89,138

 減価償却費 15,666 16,371

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △40 △284

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,397 1,425

 金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △0 16

 受取利息及び受取配当金 △353 △325

 投資有価証券売却損益（△は益） - △3,699

 顧客分別金信託の増減額（△は増加） △32,502 △10,486

 トレーディング商品の増減額 △16,693 183,044

 信用取引資産及び信用取引負債の増減額 6,855 △49,456

 
有価証券担保貸付金及び有価証券担保借入金の
増減額

39,020 △392,579

 短期貸付金の増減額（△は増加） △27,253 △79,943

 短期差入保証金の増減額（△は増加） 18,520 21,973

 受入保証金の増減額（△は減少） △120,735 21,567

 預り金の増減額（△は減少） 43,835 △11,626

 その他 9,815 2,111

 小計 22,926 △212,753

 利息及び配当金の受取額 353 325

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △46,248 △13,264

 営業活動によるキャッシュ・フロー △22,968 △225,692

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の払戻による収入 1,000 -

 有形固定資産の取得による支出 △210 △327

 無形固定資産の取得による支出 △23,050 △23,942

 投資有価証券の取得による支出 △613 △147

 投資有価証券の売却及び償還による収入 3,105 9,087

 差入保証金の差入による支出 △212 △512

 差入保証金の回収による収入 113 361

 その他 182 △89

 投資活動によるキャッシュ・フロー △19,685 △15,569

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △14,112 217,620

 長期借入れによる収入 200,637 317,139

 長期借入金の返済による支出 △117,597 △91,072

 社債の発行による収入 198,705 292,054

 社債の償還による支出 △198,150 △237,053

 配当金の支払額 - △100,464

 財務活動によるキャッシュ・フロー 69,482 398,224

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 26,829 156,961

現金及び現金同等物の期首残高 1,133,757 1,160,586

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  1,160,586 ※１  1,317,548
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準及び評価方法

トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等については、時価法で計上しております。

(2) トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

② 満期保有目的の債券

償却原価法によっております。

③ その他有価証券

時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、移動

平均法による原価法で計上しております。

なお、投資事業有限責任組合等への出資については、当該組合等の財務諸表に基づいて、組合等の純資産を出

資持分割合に応じて、投資有価証券として計上しております（組合等の保有する有価証券の評価差額について

は、その持分相当額を全部純資産直入法により処理しております）。

　

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

(2) 無形固定資産、投資その他の資産

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。

 

３ 繰延資産の処理方法

社債発行費は、全額支出時の費用として処理しております。

 
４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等

については財務内容評価法により計上しております。

(2) 賞与引当金

役員及び従業員に対する賞与の支払いに備えるため、当社所定の計算基準による支払見積額の当事業年度負担

分を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、社内規程に基づく当事業年度末における要支給額を計上しております。これ

は、当社の退職金は将来の昇給等による給付額の変動がなく、貢献度、能力及び実績等に応じて、事業年度ごと

に各人別に勤務費用が確定するためであります。

(4) 訴訟損失引当金

証券取引に関する損害賠償請求訴訟等について、今後の損害賠償金の支払いに備えるため、経過状況等に基づ

く当事業年度末における支払見積額を計上しております。

 
５ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び当座預金、普通預金等随時引き

出し可能な預金、取得日から３ヶ月以内に満期日が到来する短期投資からなっております。
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６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

(2) 連結納税制度の適用

当社は、当事業年度より株式会社大和証券グループ本社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用しておりま

す。

 

(未適用の会計基準等)

　・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年３月30日）

　・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日）

 
(1) 概要

　収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

　　ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 
(2) 適用予定日

　有価証券報告書提出日現在において検討中であります。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

　影響額は、有価証券報告書提出日現在において評価中であります。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債のうち、区分掲記されたもの以外の各科目に含まれている金額

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

 短期借入金 439,879百万円 343,432百万円

　長期借入金 212,668 421,616
 

　

※２　有形固定資産より控除した減価償却累計額の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

 器具備品 14,484百万円 14,701百万円

 その他 1,211  1,344  

　計 15,696  16,045  
 

 

※３ 担保に供されている資産

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

 トレーディング商品 486,573百万円 638,005百万円
 

被担保債務

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

 短期借入金 100,000百万円 10,000百万円
 

(注) 上記の金額は貸借対照表計上額によっております。なお、上記担保のほかに、借り入れた有価証券     

　　　 36,769百万円（前事業年度は37,906百万円）を担保として差し入れております。

 

　４ 差し入れた有価証券等の時価

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

消費貸借契約により
貸し付けた有価証券

1,453,920百万円 1,726,034百万円

現先取引で売却した有価証券 1,216,974 1,200,335

その他 433,099 498,486

計 3,103,994 3,424,856
 

(注) ※３ 担保に供されている資産に属するものは除いております。

 

　５ 差し入れを受けた有価証券等の時価

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

消費貸借契約により
借り入れた有価証券

2,940,612百万円 3,862,244百万円

現先取引で買付した有価証券 319,673 121,530

その他 310,854 358,095

計 3,571,141 4,341,870
 

 

※６ 長期借入金に含まれている「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）第176条に定める

劣後特約付借入金

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

 50,000百万円 50,000百万円
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※７ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

金融商品取引責任準備金　金融商品取引法第46条の５第１項

 

　８ 保証債務

       被保証者（被保証債務の内容）は以下のとおりであります。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

親会社の子会社
（デリバティブ取引等）

335百万円 338百万円

従業員（借入金） 95 68

計 430 406
 

 

　９ 貸出コミットメントにかかる貸出未実行残高

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

貸出コミットメントの総額 318,822百万円 321,481百万円

貸出実行残高 86,864 95,975

貸出未実行残高 231,957 225,506
 

なお、上記の貸出コミットメントの総額は、貸付実行されずに終了するものを含んでいるため、必ずしも貸付未

実行残高全額が貸付実行されるものではありません。

 

(損益計算書関係)

※１　人件費に含まれている賞与引当金繰入額

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

 14,903百万円 16,584百万円
 

 

※２ 移転関連費用

当事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

　　移転関連費用には、支店の移転等に伴う費用が含まれております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 810,200 ― ― 810,200
 

 

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　 配当は行っておりません。

 

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの　

　　　決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
 （百万円）

１株当たり
配当額(円)

　　 基準日   効力発生日

平成29年６月22日
定時株主総会決議

 普通株式 利益剰余金 　　 100,464 　　124,000 平成29年３月31日 平成29年６月23日
 

 

当事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 810,200 ― ― 810,200
 

 

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月22日
定時株主総会決議

普通株式 100,464 124,000 平成29年３月31日 平成29年６月23日
 

 

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの　

　　　決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
 （百万円）

１株当たり
配当額(円)

　　 基準日   効力発生日

平成30年６月20日
定時株主総会決議

 普通株式 利益剰余金 　　 64,436 　　79,531 平成30年３月31日 平成30年６月21日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

現金・預金 1,160,586百万円 1,314,548百万円

預入期間が３ヶ月以内の
譲渡性預金

― 3,000

現金及び現金同等物 1,160,586 1,317,548
 

 

(リース取引関係)

＜借手側＞

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

１年内 5,593百万円 7,810百万円

１年超 33 41,893

合計 5,626 49,704
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(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は有価証券関連業を中核とする投資・金融サービス業を行っております。具体的には、有価証券及びデリ

バティブ商品の売買等及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証券の募集及び売出しの取

扱い、有価証券の私募の取扱い、その他有価証券関連業並びに金融業等を営んでおります。

これらの業務において、当社では商品有価証券等、デリバティブ取引、投資有価証券等の金融資産・負債を保

有するほか、社債、ミディアム・ターム・ノート、金融機関借入等による資金調達を行っております。資金調達

を行う際には、ビジネスを継続する上で十分な流動性を効率的に確保するという資金調達の基本方針の下、調達

手段及び償還期限の多様化を図りながら、資産と負債の適正なバランスの維持に努め、効率的かつ安定的な資金

調達の実現を図っております。また、主に金利スワップ及び通貨スワップ等を金融資産・負債に関する金利変動

及び為替変動の影響をヘッジする目的で利用しております。

当社では保有する金融資産・負債から生ずる様々なリスクをその特性に応じて適切に管理し、財務の健全性の

維持を図っております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

当社はトレーディング業務において、①有価証券等（株券・ワラント、債券及び受益証券等）、有価証券担保

貸付金・借入金、信用取引資産・負債等、②株価指数先物・債券先物・金利先物及びこれらのオプション取引に

代表される取引所取引のデリバティブ商品、③金利スワップ及び通貨スワップ・先物外国為替取引・選択権付債

券売買・通貨オプション・FRA・有価証券店頭デリバティブ等の取引所取引以外のデリバティブ商品（店頭デリバ

ティブ取引）等の金融商品を保有しております。また、取引関係上の目的等で投資有価証券等の金融商品を保有

しております。　

これらの金融商品に内在する様々なリスクのうち、主要なものは市場リスクと信用リスクです。市場リスクと

は、株式・金利・為替・コモディティ等の市場で取引される商品の価格やレートが変化することによって、保有

する金融商品又は金融取引により損失を被るリスク及び市場の流動性の著しい低下により市場における取引が成

立せず、又は著しく不利な条件での取引を余儀なくされることにより、損失を被るリスクを指します。また、信

用リスクとは、金融取引の取引先や保有する金融商品の発行体のデフォルト、あるいは信用力の変化等によって

損失を被るリスクを指します。

なお、トレーディング業務において、顧客のニーズに対応するために行っている単独又は仕組債等に組込まれ

たデリバティブ取引の中には、対象資産である株式・金利・為替・コモディティ等の変動並びにそれらの相関に

対する変動率が大きいものや、複雑な変動をするものが含まれており、対象資産に比べたリスクが高くなってお

ります。これらのデリバティブ取引は、貸借対照表のトレーディング商品等に含めており、また、時価変動によ

る実現・未実現の損益は、トレーディング損益として計上しております。

また、当社は金融商品を保有するとともに、社債、ミディアム・ターム・ノート、金融機関借入等による資金

調達を行っており、流動性リスクに晒されております。流動性リスクとは、市場環境の変化や当社の財務内容の

悪化等により資金繰りに支障をきたす、あるいは通常よりも著しく高い調達コストを余儀なくされることにより

損失を被るリスクを指します。

当社では、デリバティブ市場における仲介業者及び最終利用者としてデリバティブ取引を利用しております。

デリバティブ商品は顧客の様々な金融ニーズに対応するための必要不可欠な商品となっており、仲介業者として

顧客の要望に応じるために様々な形で金融商品を提供しております。例えば、顧客の保有する外国債券の為替リ

スクをヘッジするための先物外国為替取引や、社債発行時の金利リスクをヘッジするための金利スワップの提供

等があります。最終利用者としては、当社の金融資産・負債に係る金利リスクをヘッジするために金利スワップ

を利用し、また、トレーディング・ポジションをヘッジするために各種先物取引、オプション取引等を利用して

おります。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

当社はリスク管理の基本方針を定めた「リスク管理規程」を取締役会で決定しており、リスク管理の基本方針

に基づき、各業務のリスク特性や規模に応じたリスク管理を行っております。

 

① トレーディング目的の金融商品に係るリスク管理

(ⅰ) 市場リスクの管理

当社のトレーディング業務では、財務状況や対象部門のビジネスプラン・予算等を勘案した上で、VaR（一定の

信頼水準のもとでの最大予想損失額）、ポジション、感応度等に限度枠を設定しております。当社のリスク管理

部署では市場リスクの状況をモニタリングし、経営陣に日次で報告しております。

また、一定期間のデータに基づいて統計的仮定により算出したVaRの限界を補うべく、過去の大幅なマーケット

変動に基づくシナリオや、仮想的なストレスイベントに基づくシナリオを用いて、ストレステストを実施してお

ります。

 

＜市場リスクに係る定量的情報＞

当社では、トレーディング商品に関するVaRの算定にあたって、ヒストリカル・シミュレーション法（保有期間

１日、信頼区間99％、観測期間520営業日）を採用しております。決算日における当社のトレーディング業務の

VaRは、全体で10億円であります。

なお、当社では算出されたVaRと損益を比較するバックテスティングを実施し、モデルの有効性を検証しており

ます。ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出しており、通常では考えられないほど市場環境が激

変する状況下においてはリスクを十分に捕捉できない場合があります。

 

(ⅱ) 信用リスクの管理

当社のトレーディング業務における信用リスクには取引先リスクと発行体リスクがあります。取引先リスクに

ついては、事前に取引先の格付等に基づく与信枠を設定し、当該与信枠の遵守状況をモニタリングしておりま

す。また、マーケットメイクにより保有する金融商品の発行体リスクについては、クレジットスプレッドの変動

リスクを中心にモニタリングしております。さらに、大口与信の影響についても定期的なモニタリングをしてお

ります。

信用取引においては顧客への与信が発生しますが、担保として定められた委託保証金を徴求しております。ま

た、有価証券貸借取引については、取引先に対する与信枠を設定した上で、必要な担保を徴求するとともに日々

の値洗い等を通じて信用リスクの削減を図っております。

 

② トレーディング目的以外の金融商品に係るリスク管理

当社はトレーディング業務以外に、取引関係上の目的等で投資有価証券等の金融商品を保有しております。取

引関係上の目的等の投資有価証券等は、関連規程等に定められた方針に基づき取得・売却の決定を行います。ま

た、定期的にリスクの状況をモニタリングしております。

 

＜市場リスクに係る定量的情報＞

市場リスクの影響を受ける主たる金融資産は、取引関係上の目的で保有する「投資有価証券」であります。な

お、平成30年３月31日現在、指標となる東証株価指数（TOPIX）等が10％変動したものと想定した場合には「投資

有価証券」の内、時価のある株式等において時価が７億円変動するものと把握しております。

また、市場リスクの影響を受ける主たる金融負債は「社債」及び「長期借入金」であります。なお、平成30年

３月31日現在、その他全てのリスク変数が一定であると仮定し、指標となる金利が10ベーシス・ポイント

（0.1％）変動したものと想定した場合、「社債」の時価が１億円、「長期借入金」の時価が14億円それぞれ変動

するものと把握しております。
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③　流動性の管理

当社は、多くの資産及び負債を用いて有価証券関連業務を中心としたビジネスを行っており、ビジネスを継続

する上で十分な流動性を効率的かつ安定的に確保することを資金調達の基本方針としております。

当社の資金調達手段には、社債、ミディアム・ターム・ノート、金融機関借入、コマーシャル・ペーパー、

コールマネー等の無担保調達、現先取引、レポ取引等の有担保調達があり、これらの多様な調達手段を適切に組

み合わせることにより、効率的かつ安定的な資金調達の実現を図っております。

財務の安定性という観点では、環境が大きく変動した場合においても、業務の継続に支障をきたすことのない

よう、平時から安定的に資金を確保するよう努めております。特に近年においては、世界的金融危機及び信用危

機による不測の事態に備え、市場からの資金調達、金融機関からの借入等により、手元流動性の更なる積み増し

を行っております。同時に、危機発生等により、新規の資金調達及び既存資金の再調達が困難となる場合も想定

し、調達資金の償還期限及び調達先の分散を図っております。

また、当社の親会社である大和証券グループ本社を中心とする大和証券グループでは、グループ全体での適正

な流動性確保という基本方針の下、大和証券グループ本社が一元的に資金の流動性の管理・モニタリングを行っ

ております。その中で当社は、一定期間内に期日が到来する無担保調達資金及び同期間にストレスが発生した場

合の資金流出見込額に対し、様々なストレスシナリオを想定したうえで、それらをカバーする流動性ポートフォ

リオが保持されていることを日次で確認しております。

当社は、流動性リスクへの対応の一環として、コンティンジェンシー・ファンディング・プランを策定してお

ります。同プランは、信用力の低下等の内生的要因や金融市場の混乱等の外生的要因によるストレスの逼迫度に

応じた報告体制や資金調達手段の確保などの方針を定めており、これにより当社は機動的な対応により流動性を

確保する態勢を整備しております。

当社のコンティンジェンシー・ファンディング・プランは、変動する金融環境に機動的に対応するため、定期

的な見直しを行っております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる条件等によった場合、

当該価額が変動することもあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注)２に記載のとおりでありま

す）。

　　前事業年度(平成29年３月31日)

(単位：百万円)

 貸借対照表
計上額

時価 差額

資産    

（1）現金・預金 1,160,586 1,160,586 ―

（2）預託金 315,582 315,582 ―

（3）トレーディング商品    

　　 ①商品有価証券等 1,964,078 1,964,078 ―

　　 ②デリバティブ取引 2,691,160 2,691,160 ―

 （4）約定見返勘定 40,133 40,133 ―

（5）信用取引資産    

　 　　信用取引貸付金 169,835 169,835 ―

　 　　信用取引借証券担保金 27,964 27,964 ―

（6）有価証券担保貸付金    

　　 　借入有価証券担保金 2,848,793 2,848,793 ―

　　 　現先取引貸付金 324,204 324,204 ―

（7）短期差入保証金 329,863 329,863 ―

（8）短期貸付金 240,957 240,957 ―

（9）有価証券及び投資有価証券    

  　　その他有価証券 9,912 9,912 ―

資産計 10,123,072 10,123,072 ―

負債    

（1）トレーディング商品    

　 ①商品有価証券等 1,135,654 1,135,654 ―

　 ②デリバティブ取引 2,393,784 2,393,784 ―

（2）約定見返勘定 ― ― ―

（3）信用取引負債    

　　 　信用取引借入金 2,254 2,254 ―

　　 　信用取引貸証券受入金 59,213 59,213 ―

（4）有価証券担保借入金    

　　 　有価証券貸借取引受入金 1,457,755 1,457,755 ―

　　 　現先取引借入金 1,216,168 1,216,168 ―

（5）預り金 231,667 231,667 ―

（6）受入保証金 392,430 392,430 ―

（7）短期借入金 1,167,379 1,167,379 ―

（8）コマーシャル・ペーパー ― ― ―

（9）1年内償還予定の社債 121,860 121,860 ―

（10）社債 594,350 594,975 △625

（11）長期借入金 585,296 586,448 △1,151

負債計 9,357,815 9,359,592 △1,776
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　　当事業年度(平成30年３月31日)

(単位：百万円)

 貸借対照表
計上額

時価 差額

資産    

（1）現金・預金 1,314,548 1,314,548 ―

（2）預託金 327,069 327,069 ―

（3）トレーディング商品    

　　 ①商品有価証券等 2,668,054 2,668,054 ―

　　 ②デリバティブ取引 2,495,153 2,495,153 ―

 （4）約定見返勘定 ― ― ―

（5）信用取引資産    

　 　　信用取引貸付金 224,933 224,933 ―

　 　　信用取引借証券担保金 31,453 31,453 ―

（6）有価証券担保貸付金    

　　 　借入有価証券担保金 3,686,573 3,686,573 ―

　　 　現先取引貸付金 125,353 125,353 ―

（7）短期差入保証金 307,890 307,890 ―

（8）短期貸付金 320,901 320,901 ―

（9）有価証券及び投資有価証券    

  　　その他有価証券 10,504 10,504 ―

資産計 11,512,435 11,512,435 ―

負債    

（1）トレーディング商品    

　 ①商品有価証券等 1,651,658 1,651,658 ―

　 ②デリバティブ取引 2,198,787 2,198,787 ―

（2）約定見返勘定 329,873 329,873 ―

（3）信用取引負債    

　　 　信用取引借入金 2,347 2,347 ―

　　 　信用取引貸証券受入金 68,251 68,251 ―

（4）有価証券担保借入金    

　　 　有価証券貸借取引受入金 1,724,185 1,724,185 ―

　　 　現先取引借入金 1,196,088 1,196,088 ―

（5）預り金 220,041 220,041 ―

（6）受入保証金 413,997 413,997 ―

（7）短期借入金 1,242,432 1,242,432 ―

（8）コマーシャル・ペーパー 105,000 105,000 ―

（9）1年内償還予定の社債 185,558 185,558 ―

（10）社債 583,323 584,679 △1,355

（11）長期借入金 838,156 841,600 △3,444

負債計 10,759,702 10,764,501 △4,799
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(注)１ 金融商品の時価の算定方法　

(ア) 現金・預金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

(イ) 預託金

主に顧客分別金信託で構成され、国債等の有価証券投資を行っているものについては類似の債券を含めた直前

の取引値段から計算される各期間に応じた指標金利との利回り格差を用いて合理的に算出する価格に基づいて算

定しております。その他運用商品については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

 

(ウ) トレーディング商品

①　商品有価証券等

株式等 主たる取引所の最終価格又は最終気配値

債券
主に類似の債券を含めた直前の取引値段（当社店頭、ブローカースク
リーン等）や市場価格情報（売買参考統計値等）から、指標金利との
格差等を用いて、合理的に算定される価格

受益証券 取引所の最終価格若しくは最終気配値又は基準価額
 

 

②　デリバティブ取引

取引所取引のデリバティブ取引 主に取引所の清算値段又は証拠金算定基準値段

金利スワップ取引等

イールドカーブより算出される予想キャッシュ・フロー、原債券の価
格・クーポンレート、金利、ディスカウントレート、ボラティリ
ティ、コリレーション等を基に、価格算定モデル（市場で一般に認識
されているモデル若しくはこれらを拡張したモデル）により算出した
価格

店頭エクイティ・
デリバティブ取引

株価又は株価指数、金利、配当、ボラティリティ、ディスカウント
レート、コリレーション等を用いて、価格算定モデル（市場で一般に
認識されているモデル若しくはこれらを拡張したモデル）により算出
した価格

クレジット・
デリバティブ取引

金利、参照先の信用スプレッド等を用いて、価格算定モデル（市場で
一般に認識されているモデル若しくはこれらを拡張したモデル）によ
り算出した価格

 

　なお、店頭デリバティブ取引については、取引相手先の信用リスク相当額及び流動性リスク相当額を必要に応

じて時価に追加しております。

 

(エ) 約定見返勘定

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

(オ) 信用取引資産、信用取引負債

　信用取引資産は顧客の信用取引に伴う顧客への貸付金と証券金融会社への担保金であり、前者は顧客の意思に

よる反対売買等により決済が行われ、後者は貸借取引業務において値洗いされる担保金であることから、短期間

で決済されるとみなして帳簿価額を時価としております。

　信用取引負債は顧客の信用取引に伴う証券金融会社からの借入金と顧客の信用取引に係る有価証券の売付代金

相当額であり、前者は値洗いされ、後者は顧客の意思による反対売買等により決済が行われることから、短期間

で決済されるとみなして帳簿価額を時価としております。
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(カ) 有価証券担保貸付金、有価証券担保借入金

　これらは、そのほとんどが短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

 

(キ) 短期差入保証金、受入保証金

　主としてデリバティブ取引における保証金であり、取引に応じて値洗いされる特性から、短期間で決済される

とみなして帳簿価額を時価としております。その他の顧客からの保証金については、当期末に決済された場合の

支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。

 

(ク) 短期貸付金

　主に当社顧客から保護預かりしている有価証券を担保として金銭を貸付する証券担保ローンや関係会社への貸

付であり、返済見込期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額

を時価としております。

 

(ケ) 有価証券及び投資有価証券

株式等 主たる取引所の最終価格又は最終気配値

債券

主に類似の債券を含めた直前の取引値段（当社店頭、ブローカースク

リーン等）や市場価格情報（売買参考統計値等）から、指標金利との

格差等を用いて、合理的に算定される価格、又は裏付資産の価値から

合理的に算定される価格

譲渡性預金

類似の商品を含めた直前の取引値段（当社店頭、ブローカースクリー

ン等）と計算される各期間に応じた指標金利（主要短期金利等のイー

ルドカーブ）との利回り格差（クレジット格差や需給関係を反映した

もの）を用いて算出した価格
 

 

(コ) 預り金

主として顧客から受け入れている預り金であり、当期末に決済された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみな

しております。その他の預り金については短期間で支払いが行われるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

 

(サ) 短期借入金、コマーシャル・ペーパー、１年内償還予定の社債

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

(シ) 社債

償還まで１年超の社債の時価について、市場価格（売買参考統計値等）が入手可能な場合には、その時価を市

場価格から算定しております。市場価格が入手不可能な場合は、発行時からの金利変動及び当社自身の信用スプ

レッドの変動相当額を、帳簿価額に調整することによって算定しております。当社自身の信用スプレッドについ

ては、直近の調達レート、自社発行の類似債券の市場価格水準等を参照しております。

 

(ス) 長期借入金

借入当初からの金利変動及び信用スプレッドの変動相当額を、帳簿価額に調整することによって算定しており

ます。当社自身の信用スプレッドについては、直近の調達レート、自社発行の類似債券の市場価格水準等を参照

しております。
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(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、資産（9）「その他有価証券」に

は含まれておりません。

(単位：百万円)

区分
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式   

非上場株式 1,135 1,135

その他有価証券   

非上場株式 3,995 3,015

投資事業有限責任組合及び
7,073 2,380

それに類する組合等への出資

その他 2,285 1,544
 

(注)市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握することが極めて困

難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

 

(注)３ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　前事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

(単位：百万円)

 
１年以内

１年超 ５年超
10年超

５年以内 10年以内

現金・預金 1,160,586 ― ― ―

預託金 315,582 ― ― ―

信用取引資産 197,799 ― ― ―

有価証券担保貸付金 3,172,997 ― ― ―

短期差入保証金 329,863 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券のうち満期があるもの ― ― ― ―

　　　債券 ― ― ― ―

　　　その他 ― ― ― ―

合計 5,176,830 ― ― ―
 

(注) ア 預託金については、主に顧客分別金信託で構成されており１年以内とみなして開示しております。

イ 信用取引資産及び有価証券担保貸付金については、短期間で決済されるものとみなして１年以内に含

めて開示しております。
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　当事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

(単位：百万円)

 
１年以内

１年超 ５年超
10年超

５年以内 10年以内

現金・預金 1,314,548 ― ― ―

預託金 327,069 ― ― ―

信用取引資産 256,387 ― ― ―

有価証券担保貸付金 3,811,926 ― ― ―

短期差入保証金 307,890 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券のうち満期があるもの 3,000 ― ― ―

　　　債券 ― ― ― ―

　　　その他 3,000 ― ― ―

合計 6,020,821 ― ― ―
 

(注) ア 預託金については、主に顧客分別金信託で構成されており１年以内とみなして開示しております。

イ 信用取引資産及び有価証券担保貸付金については、短期間で決済されるものとみなして１年以内に含

めて開示しております。

 

(注)４ 社債、長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　前事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

(単位：百万円)

 
１年以内

１年超 ５年超
10年超

 ５年以内 10年以内

コマーシャル・ペーパー ― ― ― ―

社債 121,860 399,564 59,823 134,962

長期借入金 72,503 176,468 235,500 173,327

合計 194,363 576,033 295,323 308,290
 

 

　当事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

(単位：百万円)

 
１年以内

１年超 ５年超
10年超

 ５年以内 10年以内

コマーシャル・ペーパー 105,000 ― ― ―

社債 185,558 329,012 101,363 152,947

長期借入金 34,936 323,416 306,739 208,000

合計 325,494 652,428 408,103 360,947
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(有価証券関係)

１ トレーディング商品

前事業年度(平成29年３月31日)

(単位：百万円)

種類
時価

資産 負債

株券・ワラント 272,108 191,181

債券 1,492,096 943,672

受益証券 177,549 800

その他 22,323 ―

当事業年度の損益に含まれた評価差額 △ 541 △ 1,801
 

 

当事業年度(平成30年３月31日)

(単位：百万円)

種類
時価

資産 負債

株券・ワラント 285,590 226,059

債券 2,125,282 1,425,582

受益証券 254,653 16

その他 2,528 ―

当事業年度の損益に含まれた評価差額 4,021 5,211
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２ 有価証券及び投資有価証券

①　満期保有目的の債券

前事業年度(平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度(平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

②　子会社株式及び関連会社株式

前事業年度(平成29年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

(注)時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

 

区分 貸借対照表計上額（百万円）

子会社株式 1,000

関連会社株式 135

合計 1,135
 

 

当事業年度(平成30年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

(注)時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

 

区分 貸借対照表計上額（百万円）

子会社株式 1,000

関連会社株式 135

合計 1,135
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③　その他有価証券

前事業年度(平成29年３月31日)

(単位：百万円)

種類
貸借対照表 取得原価又は

差額
計上額 償却原価

貸借対照表計上額が取得原価又は償却原
価を超えるもの

9,821 1,367 8,453

　株券 9,821 1,367 8,453

　債券 ― ― ―

　　国債・地方債等 ― ― ―

　　社債 ― ― ―

　　その他 ― ― ―

　その他 ― ― ―

貸借対照表計上額が取得原価又は償却原
価を超えないもの

91 99 △8

　株券 91 99 △8

　債券 ― ― ―

　　国債・地方債等 ― ― ―

　　社債 ― ― ―

　　その他 ― ― ―

　その他 ― ― ―
 

(注) 時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、上表には含めておりません。((金融商品関係)注

記 ２ 金融商品の時価等に関する事項（注）２に記載のとおりであります。)

 

当事業年度(平成30年３月31日)

(単位：百万円)

種類
貸借対照表 取得原価又は

差額
計上額 償却原価

貸借対照表計上額が取得原価又は償却原
価を超えるもの

7,504 1,245 6,259

　株券 7,504 1,245 6,259

　債券 ― ― ―

　　国債・地方債等 ― ― ―

　　社債 ― ― ―

　　その他 ― ― ―

　その他 ― ― ―

貸借対照表計上額が取得原価又は償却原
価を超えないもの

3,000 3,000 ―

　株券 ― ― ―

　債券 ― ― ―

　　国債・地方債等 ― ― ―

　　社債 ― ― ―

　　その他 ― ― ―

　その他 3,000 3,000 ―
 

(注) 時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、上表には含めておりません。((金融商品関係)注

記 ２ 金融商品の時価等に関する事項（注）２に記載のとおりであります。)
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前事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

該当事項はありません。

 

⑤　事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

(単位：百万円)

区分 売却額 売却益の合計 売却損の合計

　株券 4,921 3,699 ―

合計 4,921 3,699 ―
 

 

３ 減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。

なお、時価のある有価証券の減損にあたって、事業年度末における時価の下落率が取得原価の50％以上の場合は、

著しい下落かつ回復する見込みがないと判断して、減損処理を行っております。また、時価の下落率が取得原価の

30％以上50％未満の場合は、時価の推移及び発行会社の財政状態等を総合的に勘案して回復可能性を検討し、回復見

込みがないと判断されたものについては、減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

　

 １ トレーディングに係るもの

前事業年度(平成29年３月31日)

(単位：百万円)

種類
資産 負債

契約額等 時価 契約額等 時価

オプション取引 3,185,415 455,163 3,383,493 370,066

為替予約取引 1,892,549 56,392 1,641,425 52,278

先物・先渡取引 1,366,257 21,556 798,389 10,213

スワップ取引 82,160,967 2,135,782 82,260,543 1,930,831

その他 2,028,618 27,982 2,139,720 30,394

リスクリザーブ ― △5,717 ― ―
 

(注)時価の算定方法については「(金融商品関係)２　金融商品の時価等に関する事項（注)１金融商品の時価の算定方法

(ウ)トレーディング商品②デリバティブ取引」に記載のとおりであります。

　

当事業年度(平成30年３月31日)

(単位：百万円)

種類
資産 負債

契約額等 時価 契約額等 時価

オプション取引 3,353,757 424,523 3,608,601 375,795

為替予約取引 1,650,423 39,869 1,411,491 34,606

先物・先渡取引 859,219 19,191 893,256 24,032

スワップ取引 96,774,899 1,992,381 95,775,315 1,741,600

その他 1,651,359 23,956 1,601,307 22,752

リスクリザーブ ― △4,769 ― ―
 

(注)時価の算定方法については「(金融商品関係)２　金融商品の時価等に関する事項（注)１金融商品の時価の算定方法

(ウ)トレーディング商品②デリバティブ取引」に記載のとおりであります。

　

 ２ トレーディングに係るもの以外

前事業年度(平成29年３月31日)

 ① ヘッジ会計が適用されていないもの

　　該当事項はありません。

　

 ② ヘッジ会計が適用されているもの

　　該当事項はありません。

　

当事業年度(平成30年３月31日)

 ① ヘッジ会計が適用されていないもの

　　該当事項はありません。

　

 ② ヘッジ会計が適用されているもの

　　該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　１　採用している退職給付制度の概要

当社は、非積立型の確定給付制度（退職一時金制度であります。）及び確定拠出制度を採用しております。

 
　２　確定給付制度

　　(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

退職給付債務の期首残高 27,654百万円 29,052百万円

勤務費用 2,449 2,599 
退職給付の支払額 △1,331 △1,440 
その他 279 266 
退職給付債務の期末残高 29,052 30,477 
 

　

　　(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 前事業年度
(平成29年３月31日)

当事業年度
(平成30年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 ―百万円 ―百万円

年金資産 ― ― 
 ― ― 
非積立型制度の退職給付債務 29,052 30,477 
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 29,052 30,477 
     
退職給付引当金 29,052百万円 30,477百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 29,052 30,477 
 

 
　　(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

勤務費用 2,449百万円 2,599百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 2,449 2,599 
 

 
　３　確定拠出制度

　　　当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度2,154百万円、当事業年度2,227百万円であります。
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(税効果会計関係)

　１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産   

退職給付引当金 8,920百万円 9,347百万円

賞与引当金 4,474 4,928

商品有価証券・デリバティブ 4,605 2,405

金融商品取引責任準備金 1,198 1,203

事業税・事業所税 807 1,083

投資有価証券評価損 406 561

減価償却超過額 282 326

その他 5,895 6,151

繰延税金資産小計 26,590 26,009

評価性引当額 △15,851 △14,523

繰延税金資産合計 10,739 11,485
   

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 3,015 2,053

その他 424 583

繰延税金負債合計 3,439 2,636

繰延税金資産の純額 7,299 8,848
 

　

　２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.86％ 30.86％

（調整）   

評価性引当額 0.29％ △1.49％

永久に益金に算入されない項目 △0.26％ △0.42％

永久に損金に算入されない項目 0.75％ 0.67％

住民税均等割 0.23％ 0.22％

特別税額控除 △0.21％ △2.19％

その他 △0.13％ 0.05％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

31.54％ 27.71％
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の最高経営意思決定機

関が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社の主たる事業は有価証券関連業であり、経営管理上の組織別に経済的特徴が概ね類似しているセグメントを集約

した「リテール営業部門」と「国内ホールセール部門」の２つを報告セグメントとしております。

 リテール営業部門は、主に個人や未上場法人のお客様に幅広い金融商品・サービスを提供しております。

　国内ホールセール部門は、グローバル・マーケッツとグローバル・インベストメント・バンキングで構成されてお

り、グローバル・マーケッツは、主に国内外の機関投資家や事業法人、金融法人、公共法人等の顧客向けに、株式、債

券・為替及びそれらの派生商品のセールスとトレーディングを行っております。グローバル・インベストメント・バン

キングは、国内外における有価証券の引受け、M&Aアドバイザリー等、多様なインベストメント・バンキング・サービ

スを提供しております。

 
２ 報告セグメントごとの純営業収益、利益又は損失及びその他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。　
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３ 報告セグメントごとの純営業収益、利益又は損失及びその他の項目の金額に関する情報

  前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)　

           （単位：百万円)
　 報告セグメント

その他
(注)１

合計リテール営業
部門

国内ホール
セール部門

計

純営業収益 　 　 　 　 　

　外部顧客への純営業収益 182,579 125,705 308,285 362 308,647

セグメント間の内部純営業収
益　又は振替高

－ － － － －

計 182,579 125,705 308,285 362 308,647

セグメント利益（経常利益） 28,341 54,498 82,839 2,220 85,060

その他の項目      

　減価償却費 10,143 5,522 15,666 － 15,666
 

 (注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、資金部門等が含まれております。

     ２ 上記の純営業収益は、営業収益、金融費用、及び一部の支払手数料(販売費・一般管理費)より構成されてお

ります。

 ３ 資産についてのセグメント情報は、経営者が経営の意思決定上当該情報を各セグメントに配分していないこ

とから開示しておりません。

 

　 当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)　

           （単位：百万円)
　 報告セグメント

その他
(注)１

合計リテール営業
部門

国内ホール
セール部門

計

純営業収益 　 　 　 　 　

　外部顧客への純営業収益 209,162 115,001 324,164 △1,146 323,017

セグメント間の内部純営業収
益　又は振替高

－ － － － －

計 209,162 115,001 324,164 △1,146 323,017

セグメント利益
又はセグメント損失（△）
（経常利益又は経常損失（△））

48,995 40,653 89,649 △1,474 88,174

その他の項目      

　減価償却費 10,501 5,824 16,326 45 16,371
 

 (注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、資金部門等が含まれております。

     ２ 上記の純営業収益は、営業収益、金融費用、及び一部の支払手数料(販売費・一般管理費)より構成されてお

ります。

 ３ 資産についてのセグメント情報は、経営者が経営の意思決定上当該情報を各セグメントに配分していないこ

とから開示しておりません。
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４ 報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

   （単位：百万円）

純営業収益 前事業年度 当事業年度

　報告セグメント計 308,285 324,164

　「その他」の区分の純営業収益 362 △1,146

　純営業収益から控除する支払手数料 5,907 5,296

　その他の調整額 △452 △2,220

財務諸表の純営業収益 314,102 326,092
 

 

   （単位：百万円）

利益又は損失（△） 前事業年度 当事業年度

　報告セグメント計 82,839 89,649

　「その他」の区分の利益又は損失（△） 2,220 △1,474

　その他の調整額 174 △1,510

財務諸表の経常利益 85,234 86,664
 

 

     （単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 財務諸表計上額

前事業
年度

当事業
年度

前事業
年度

当事業
年度

前事業
年度

当事業
年度

前事業
年度

当事業
年度

　減価償却費 15,666 16,326 － 45 － － 15,666 16,371
 

 

【関連情報】

前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

１ サービスごとの情報

当社は、有価証券関連業という単一のサービスを行っているため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

（1）純営業収益

本邦顧客からの純営業収益が損益計算書の純営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への純営業収益のうち、損益計算書の純営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 

EDINET提出書類

大和証券株式会社(E06228)

有価証券報告書

73/91



 

当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

１ サービスごとの情報

当社は、有価証券関連業という単一のサービスを行っているため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

（1）純営業収益

本邦顧客からの純営業収益が損益計算書の純営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への純営業収益のうち、損益計算書の純営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

１　関連会社に関する事項

当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるた

め、記載を省略しております。

 
２　開示対象特別目的会社に関する事項

開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要等

当社は、顧客の資金運用ニーズに応える目的で仕組債を販売しており、仕組債の組成に際し特別目的会社を利用

しております。この取引において、当社は、取得した債券をケイマン法人の特別目的会社に譲渡し、当該特別目的

会社は取得した債券を担保とする仕組債を発行しております。いずれの特別目的会社についても、当社は議決権の

ある出資等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。なお、特別目的会社の会社数及び債券の発行額は

以下のとおりであります。

 
　 前事業年度末 当事業年度末

特別目的会社数 ６社 ７社

債券の発行額 648,694百万円 589,152百万円
 

 

【関連当事者情報】

前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

 １ 関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　(ア)財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社

株式会社大和

証券グループ

本社

東京都

千代田区
247,397

子会社の

統合・管

理

(被所有)

直接100

資金の借入等

役員の兼任

資金の借入

(注)

利息の支払

(注)

 

448,292

 

2,710

 

短期借入金

 

長期借入金

 

未払費用

439,879

212,668

 

368
 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)取引金額には、短期借入金は月末平均残高、長期借入金は借入金額を記載しております。

　　また、資金の借入については、市場金利を勘案して決定しております。
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 (イ)財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社

の子会

社

大和証券キャ

ピタル・マー

ケッツヨー

ロッパリミ

テッド

イギリス

ロンドン市

732,121,063

スターリング

ポンド

有価証券

関連業
― 証券取引等

有価証券

貸借取引

(注)１,２

有価証券貸

借取引収益

(注)２

有価証券貸

借取引費用

(注)２

―

 

32

 

 

945

 

有価証券担

保貸付金

 

有価証券担

保借入金

2,200

 

 

610,255

資金の貸付

(注)２,３

利息の受取

(注)２

84,913

 

1,175

短期貸付金

未収収益

98,278

228

有価証券の

購入、売却

(注)１,２

― ― ―

デリバティ

ブ取引

(注)１,２

―

デリバティ

ブ取引

(資産)

デリバティ

ブ取引

(負債)

30,702

 

39,078

 

親会社

の子会

社

大和証券キャ

ピタル・マー

ケッツアメリ

カInc.

アメリカ

ニューヨー

ク市

100,000,000

米ドル

有価証券

関連業
― 証券取引等

有価証券

貸借取引

(注)１,２

有価証券貸

借取引収益

(注)２

有価証券貸

借取引費用

(注)２

―

 

△ 62

 

　　

5,418

 

有価証券担

保貸付金

 

有価証券担

保借入金

 

23,392

 

 

619,597

 

 

有価証券の

購入,売却 

(注)１,２

― ― ―

親会社

の子会

社

大和証券投資

信託委託株式

会社

東京都

千代田区
15,174

投資運用

業

投資助

言・代理

業

―

投資信託に係る

事務代行

役員の兼任

投資信託の

代理事務手

数料等

(注)４

23,238 未収収益 3,298
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種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社

の子会

社

株式会社大和

ネクスト銀行

東京都

千代田区
50,000 銀行業 ―

証券取引等

役員の兼任

有価証券

貸借取引

(注)１,２

有価証券貸

借取引収益

(注)２

―

 

1,312

有価証券担

保貸付金
146,288

有価証券の

購入、売却

(注)１,２

― ― ―

デリバティ

ブ取引

(注)１,２

―

 

デリバティ

ブ取引

(資産)

デリバティ

ブ取引

(負債)

2,143

 

2,828

 
 

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注） １　反復的取引であるため取引金額の記載を省略しております。

２　当該取引条件は、市場実勢等を勘案して決定しております。

３　取引金額には、貸付金の月末平均残高を記載しております。

４　各投資信託の信託約款に基づいております。

 当社が受取る手数料は他の販売会社と同様に決定しております。

 

　　２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

株式会社大和証券グループ本社

（東京証券取引所及び名古屋証券取引所に上場）

（2）重要な関連会社の要約財務情報

　　対象会社はありません。

 

当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

 １ 関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　(ア)財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社

株式会社大和

証券グループ

本社

東京都

千代田区
247,397

子会社の

統合・管

理

(被所有)

直接100

資金の借入等

役員の兼任

資金の借入

(注)

利息の支払

(注)

 

596,470

 

8,215

 

短期借入金

 

長期借入金

 

未払費用

343,432

421,616

 

2,164
 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)取引金額には、短期借入金は月末平均残高、長期借入金は借入金額を記載しております。

　　また、資金の借入については、市場金利を勘案して決定しております。
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 (イ)財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社

の子会

社

大和証券キャ

ピタル・マー

ケッツヨー

ロッパリミ

テッド

イギリス

ロンドン市

732,121,063

スターリング

ポンド

有価証券

関連業
― 証券取引等

有価証券

貸借取引

(注)１,２

有価証券貸

借取引収益

(注)２

有価証券貸

借取引費用

(注)２

―

 

79

 

 

880

 

有価証券担

保貸付金

 

有価証券担

保借入金

3,700

 

 

596,241

資金の貸付

(注)２,３

利息の受取

(注)２

137,533

 

2,458

 

短期貸付金

未収収益

166,265

762

有価証券の

購入、売却

(注)１,２

― ― ―

デリバティ

ブ取引

(注)１,２

―

デリバティ

ブ取引

(資産)

デリバティ

ブ取引

(負債)

31,468

 

40,002

 

親会社

の子会

社

大和証券キャ

ピタル・マー

ケッツアメリ

カInc.

アメリカ

ニューヨー

ク市

100,000,000

米ドル

有価証券

関連業
― 証券取引等

有価証券

貸借取引

(注)１,２

有価証券貸

借取引収益

(注)２

有価証券貸

借取引費用

(注)２

―

 

198

　

7,705

 

有価証券担

保貸付金

 

有価証券担

保借入金

 

120,123

 

537,611

 

 

有価証券の

購入,売却 

(注)１,２

― ― ―

親会社

の子会

社

大和証券投資

信託委託株式

会社

東京都

千代田区
15,174

投資運用

業

投資助

言・代理

業

―

投資信託に係る

事務代行

役員の兼任

投資信託の

代理事務手

数料等

(注)４

23,126 未収収益 3,913
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種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社

の子会

社

株式会社大和

ネクスト銀行

東京都

千代田区
50,000 銀行業 ―

証券取引等

役員の兼任

有価証券

貸借取引

(注)１,２

有価証券貸

借取引収益

(注)２

―

 

1,488

有価証券担

保貸付金
121,373

有価証券の

購入、売却

(注)１,２

― ― ―

デリバティ

ブ取引

(注)１,２

―

 

デリバティ

ブ取引

(資産)

デリバティ

ブ取引

(負債)

188

 

 

91

 
 

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注） １　反復的取引であるため取引金額の記載を省略しております。

２　当該取引条件は、市場実勢等を勘案して決定しております。

３　取引金額には、貸付金の月末平均残高を記載しております。

４　各投資信託の信託約款に基づいております。

 当社が受取る手数料は他の販売会社と同様に決定しております。

 

　　２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

株式会社大和証券グループ本社

（東京証券取引所及び名古屋証券取引所に上場）

（2）重要な関連会社の要約財務情報

　　対象会社はありません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当事業年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 1,035,785.78円
 

 

１株当たり純資産額 988,672.20円
 

 

１株当たり当期純利益 72,156.28円
 

 

１株当たり当期純利益 79,531.48円
 

 

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　算定上の基礎は次のとおりであります。

 
    (1) １株当たり純資産額

項目
前事業年度末

（平成29年３月31日）
当事業年度末

（平成30年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円) 839,193 801,022

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

― ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万
円)

839,193 801,022

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数(株)

810,200 810,200
 

 

    (2) １株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当事業年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

当期純利益(百万円) 58,461 64,436

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 58,461 64,436

普通株式の期中平均株式数(株) 810,200 810,200
 

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

大和証券株式会社(E06228)

有価証券報告書

80/91



⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

株式会社日本取引所グループ 2,019,000 3,977

明治ホールディングス株式会社 234,000 1,895

株式会社大和キャピタル・ホールディングス 576 1,783

住友金属鉱山株式会社 150,000 672

株式会社証券保管振替機構 360 360

株式会社東京金融取引所 30,660 313

CLS Group Holdings AG 1,479 311

天馬株式会社 144,000 293

全国保証株式会社 60,000 280

応用地質株式会社 150,400 223

その他(14銘柄) 154,399 409

計 2,944,874 10,519
 

 

 

【その他】

 

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券 その他有価証券 譲渡性預金 ― 3,000

投資有価証券 その他有価証券

Blackstone Capital Partners Ⅵ ― 1,936

NYLIM Jacob Ballas India Fund Ⅲ ― 1,503

投資事業有限責任組合及びそれに類する
組合等への出資(４銘柄)

― 484

計 ― 6,924
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【有形固定資産等明細表】

(単位：百万円)

資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

当期償却額
差引当期末
残高

有形固定資産        
　器具備品 ― ― ― 16,987 14,701 547 2,285

 その他 ― ― ― 2,141 1,344 150 797

有形固定資産計 ― ― ― 19,128 16,045 697 3,082

無形固定資産        
　ソフトウェア ― ― ― 80,218 39,088 15,593 41,129

　その他 ― ― ― 24,559 18 6 24,541

無形固定資産計 ― ― ― 104,778 39,107 15,600 65,670
 

(注)　有形固定資産及び無形固定資産の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、「当期首残高」、「当期増

加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。
 

 

EDINET提出書類

大和証券株式会社(E06228)

有価証券報告書

82/91



 

【社債明細表】

銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

第４回無担保社債(社債間
限定同順位特約付)
（注）１

平成22年７月21日
19,800
(19,800)

― 1.26 無し 平成29年７月21日

第５回無担保社債(社債間
限定同順位特約付)
（注）１

平成22年７月21日 18,400 18,400 1.72 無し 平成32年７月21日

第６回無担保社債(社債間
限定同順位特約付)
（注）１

平成22年12月17日 7,800 7,800 2.16 無し 平成37年12月９日

第２回期限前償還条項付
無担保社債(社債間限定同
順位特約付・少人数限定)
（注）１

平成23年４月25日 3,000 3,000 2.41 無し 平成38年４月24日

第３回期限前償還条項付
無担保社債(社債間限定同
順位特約付・少人数限定)
（注）１

平成23年８月30日 5,000 5,000 2.24 無し 平成38年８月28日

第３回期限前償還条項付
無担保社債(社債間限定同
順位特約付・分割制限
付・少人数限定)

平成26年６月30日 5,000 5,000 0.14 無し 平成46年６月30日

普通社債（ユーロ債）
（注）２

平成16年～30年
590,376
(62,807)

687,250
(176,996)

△0.19～
1.52

無し 平成29年～59年

普通社債（ユーロ債）
（注）２、３

平成17年～30年
66,834
(39,253)

42,432
(8,562)

0.00～
3.59

無し 平成29年～60年

合計 ―
716,210
(121,860)

768,882
(185,558)

― ― ―
 

(注) １　大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社において発行し、合併により引き継いだものであります。

　　 ２　大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社において発行し、合併により引き継いだものが含まれておりま

す。

　　 ３　外貨建による普通社債であり、当期末の内訳金額は397,094千米ドル及び3,000千豪ドルであります。

　　 ４　１年以内償還予定の金額は、当期首残高欄及び当期末残高欄の（ ）に内書きしております。

    ５　決算日後５年以内における償還予定額は次のとおりであります。

 

(単位：百万円)

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

185,558 107,772 113,284 52,889 55,066
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,094,876 1,207,496 0.02 ―

１年内返済予定の長期借入金 72,503 34,936 1.38 ―

長期借入金(１年内返済予定のものを
除く)

585,296 838,156 1.05 平成31年～平成59年

その他有利子負債     

　コマーシャル・ペーパー
　(１年内返済予定)

― 105,000 0.00 ―

合計 1,752,676 2,185,588 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年内返済予定のものを除く)の決算日後５年以内における返済予定額は次のとおりでありま

す。

(単位：百万円)

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 38,235 124,255 16,624 144,302
 

 

【引当金明細表】

(単位：百万円)

区分 当期首残高 当期増加額
当期減少額
(目的使用)

当期減少額
(その他)

当期末残高

貸倒引当金 3,348 37 1 320 3,063

賞与引当金 14,903 16,584 14,903 ― 16,584

訴訟損失引当金 1,857 139 14 14 1,968

金融商品取引責任準備金 3,915 16 ― ― 3,931
 

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、回収による戻入額であります。

２　訴訟損失引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、引当差額等であります。

３　金融商品取引責任準備金は、有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引に関して生じた事故によ

る損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５及び金融商品取引業等に関する内閣府令第175条に定め

るところにより算出した額を計上しております。
 

　　　

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が当事業年度期首及び当事業年度末における負債

及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金・預金

 

種類 金額(百万円)

現金 42

預金  

当座預金 1,255,443

普通預金 17,880

通知預金 26,400

定期預金 3,000

その他 11,781

合計 1,314,548
 

 

ｂ　トレーディング商品

　イ　商品有価証券等

 

種類 金額(百万円)

株券・ワラント 285,590

債券 2,125,282

受益証券 254,653

その他 2,528

合計 2,668,054
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　ロ　デリバティブ取引

 

種類 金額(百万円)

オプション取引 424,523

為替予約取引 39,869

先物・先渡取引 19,191

スワップ取引 1,992,381

その他 23,956

リスクリザーブ △4,769

合計 2,495,153
 

 

ｃ　借入有価証券担保金

 

種類 金額(百万円)

国内株式 398,331

外国株式 1,509

国内債券 2,548,970

外国債券 737,762

合計 3,686,573
 

 

②　負債の部

ａ　トレーディング商品

　イ　商品有価証券等

 

種類 金額(百万円)

株券・ワラント 226,059

債券 1,425,582

受益証券 16

合計 1,651,658
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　ロ　デリバティブ取引

 

種類 金額(百万円)

オプション取引 375,795

為替予約取引 34,606

先物・先渡取引 24,032

スワップ取引 1,741,600

その他 22,752

合計 2,198,787
 

 

ｂ　有価証券貸借取引受入金

 

種類 金額(百万円)

国内株式 103,919

外国株式 40

国内債券 1,620,225

合計 1,724,185
 

 

ｃ　現先取引借入金

 

種類 金額(百万円)

国内債券 456,733

外国債券 739,261

その他 94

合計 1,196,088
 

 

ｄ　短期借入金

 

種類 金額(百万円)

コール・マネー 860,000

日銀借入金 10,000

その他 372,432

合計 1,242,432
 

 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 ―

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号　　大和証券株式会社

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　名義書換手数料 ―

　　新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法
電子公告により行う。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をするこ
とができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし
 

（注） 当社の株式の譲渡による取得については、取締役会の承認を受けることを要します。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社ではないため、当社には金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

     
 

(1) 有価証券報告書

及びその添付書類

 

事業年度 第25期

(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

 

平成29年６月29日

関東財務局長に提出

(2) 半期報告書

 
 

事業年度 第26期中

(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

 

平成29年12月19日

関東財務局長に提出

 

(3) 臨時報告書

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

(代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報告書

平成30年４月２日

関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成30年６月28日

大和証券株式会社

 取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙波 博之 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 貞廣 篤典 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 間瀬　友未 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大和証券株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大和証

券株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 

※ １　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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